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１．エコ通勤アンケートの実施概要 

（１）エコ通勤アンケートのねらい 

① エコ通勤促進に向けた啓発 

通勤交通手段としてクルマを利用している人に対して、徒歩、自転車、公共交通等を

利用したエコ通勤を促進するため、クルマ利用について考えるきっかけとなる、エコ通

勤アンケートに協力していただくことにより、通勤交通手段の意識改革を行う。 

② エコ通勤の実施によるＣＯ2 の削減 

エコ通勤アンケートにより行動変容を促すことにより、少しでも実際にエコ通勤を実

施していただくことにより、通勤で発生するＣＯ2排出量を削減する。 

③ エコ通勤の促進に向けた課題と対策案の検討 

エコ通勤アンケートの結果から、各地域のエコ通勤促進に向けた課題を把握し、それ

を踏まえて対策案を検討する。 

④ 協力事業所へのフィードバック 

協力いただいた事業所に、エコ通勤アンケートの結果や課題をフィードバックするこ

とにより、今後も事業所が主体となってエコ通勤促進を、継続的に考えていっていただ

く契機をつくる。 

（２）調査票の配布・回収 

① さいたま市、宇都宮市 

各事業所の担当者を通じて、各部署・各従業員に配布・回収 

② 小田原市 

庁内通知で掲示後、担当が直接各課長にとりまとめを依頼し、各課に直接配布 

各課長（環境行動リーダー）がとりまとめ、都市政策課に提出（文書配布棚利用可） 

③ 我孫子市 

庁内通知（メール）で依頼後、文書配布棚を利用して各課に配布 

各課でとりまとめ、手賀沼課または手賀沼課の文書配布棚へ提出 

（３）配布物件 

 

事前調査 事後調査 

• 配布用封筒 

• お願い状 

• エコ通勤アンケート事前調査票 

• 動機付け冊子 

• 通勤マップ（事業所周辺の公共交通の情報） 

 

• 配布用封筒 

• お願い状 

• エコ通勤アンケート事後調査票 

 

表 1-1 調査の配布物件 
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（４）対象地域の概況 

① さいたま市 

• 「埼玉県地球温暖化対策推進条例」では、自動車通勤者が多数の事業者※に対して、自動車

地球温暖化対策実施方針の作成が義務付けられた。 

※従業員が 300 人以上の事業所（市内 90 社）で、50％以上の従業員が自家用自動車で

通勤しているものを有する事業者 

• さいたま市では昨年市役所職員（1,225 人）を対象に MM（モビリティマネジメント）を実施した。 

• さいたま市としては更に上記条例の趣旨に則り、喫緊の課題である地球温暖化対策（エコ通

勤）を市内の多様な企業に対して積極的に展開していきたい。 

• また、あわせて上記条例に基づく企業の自動車地球温暖化対策実施方針の作成を支援する

ため、対象事業所のエコ通勤への取組みに対する意向を把握したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-1 エコ通勤アンケート対象事業所と配布
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図 1-2 さいたま市への通勤・自動車集中量 

図 1-3 さいたま市への通勤・自動車分担率

図 1-4 さいたま市への通勤・自動車流動量 
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② 宇都宮市 

• 平成１９年度、宇都宮市では、過度にクルマに依存した状態から、公共交通とクルマをうまく使

い分けられる社会を目指して、マイカー利用者意識転換策検討委員会を設置。 

• 平成２０年度は、日光・新里街道沿線住民、西原線沿線住民、光ヶ丘団地線沿線住民、日光

街道沿線の事業所に対して沿線住民向けＴＦＰを実施。 

• 平成２１年度は、市役所職員、引き続き日光街道沿線の事業所に対して、継続的なエコ通勤

への取組みとして、通勤向けのアンケートを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象事業所 

0       1 [Km] 

（330 名） 

JR 宇都宮駅 

東武宇都宮駅 

バス路線 

JR 東北本線 

JR 東北新幹線 

東武宇都宮線 

図 1-5 エコ通勤アンケート対象事業所と配布
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③ 小田原市 

• 小田原市内には鉄道が 6 路線あり 18 駅を有し、鉄道圏からの通勤・通学は容易である。一方、

バスについては、利用者の減少により全体に縮小しており、超高齢社会において市民の移動

手段としてますます重要となることから、その確保が必要となる。 

• このような中、富士急湘南バスの路線が利用者減少により平成 19 年・平成 21 年と減便が行わ

れた。 

• 第一生命大井本社移転（現 3,000 人→H23 年度 1,000 人）の影響で更にサービスレベルが低

下することは必至である。 

• 市民からはバスサービスの維持・確保に向けて、市として取り組むように要望が来ている。 

• 通勤等でバス利用促進を図るため企業等に呼びかける前に、自ら模範を示さなければならな

いと考えていることから、まず市役所職員のバス通勤を促進したい。 

• エコ通勤の対象となる職員：本庁職員（約 950 人） 

• 現在の通勤状況 

→小田原市内からの通勤は中央地域が最も多く、全体の約３割、続いて隣接する東側の３地

域からの利用が多い 

→酒匂川を越えた川東北部地域と川東南部地域は自動車等分担率が約８割を超え自動車

等の利用が高い地域 

• 通勤手当の状況 

→交通手段に合わせて支給額を設定。（実費程度を支給） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• ノーカーデーの取り組み状況 

→毎月第一水曜日にマイカーを自粛する取り組みを実施 

→達成率平成１９年度８７．１％、平成２０年度７０．７％ 

 

【通勤手当の概要】 

1）2ｋｍ圏内は対象外 

目的地までの片側の通勤距離が２ｋｍ圏内は支給対象外 

2）交通機関等を利用 

運賃相当を支給 

3）自動車等を利用 

距離に応じた手当を支給 

（ガソリン代程度、駐車場は市役所で用意しておらず各自負担） 

4）交通機関と自動車等を利用 

1）～3）に沿って支給額を決定 
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 図 1-7 小田原市周辺の通勤時における地域別の自動車利用状況 

※自動車等とは自動車、原動

機付自転車、自転車等の

交通用具を指す 

【小田原市役所へのアクセス】 

・小田原駅より徒歩１５分 

・足柄駅（小田急）より徒歩１５分 

・井細田駅（大雄山線）より徒歩１５分 

中央地域

富水・ 桜井地域

橘地域

川東・ 北部地域

川東・ 南部地域

片浦地域

全 手 段：約 260 人 

自動車等：約 81 人 

自動車等分担率：約 31％ 

全 手 段：約 90 人 

自動車等：約 60 人 

自動車等分担率：約 67％ 

全 手 段：約 70 人 

自動車等：約 60 人 

自動車等分担率：約 86％

全 手 段：約 100 人 

自動車等：約 80 人 

自動車等分担率：約 80％ 

全 手 段：約 30 人 

自動車等：約 20 人 

自動車等分担率：約 67％

全 手 段：約 4 人 

自動車等：約 3 人 

自動車等分担率：約 75％ 

小田原市内

小田原市

全 手 段：約７0 人 

自動車等：約３0 人 

自動車等分担率：約４３％ 

秦野市・松田町・開成町方面 

全 手 段：約８0 人 

自動車等：約５0 人 

自動車等分担率：約６３％

南足柄市・山北町方面 

全 手 段：約 20 人 

自動車等：約 10 人 

自動車等分担率：約 50％

湯河原町・真鶴町方面 

全 手 段：約 30 人 

自動車等：約 10 人 

自動車等分担率：約 33％ 

二宮町、平塚市方面 

全 手 段：約２0 人 

自動車等：約２0 人 

自動車等分担率：約 100％ 

大井町・中井町方面 

全 手 段：約１人 

自動車等：約１人 

自動車等分担率：約 100％

箱根町方面 

小田原市周辺 

図 1-6 小田原市内の通勤時における地域別の自動車利用状況 
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④ 我孫子市 

• 月２回のエコ通勤（ノーカーデー）を実施しており、平成 20 年度に実施率 50％の目標を達成し

た。 

• 実態を把握し、更にエコ通勤を定着させ実施率を向上させていくため、コミュニケーション・ア

ンケートを実施することとした。 

• エコ通勤の対象となる職員対象職員：1,300 人程度（正規職員、嘱託職員、臨時職員等含） 

• 現在の通勤状況 

→市役所への通勤エリア：市外と市内がそれぞれ５割程度 

→交通手段：自動車 724 バイク 28 公共交通機関 82 自転車 45 

      徒歩 31 （合計 910）  ※いずれも正規職員についての数字 

• 通勤手当の状況 

→交通手段等に合わせて支給額を設定 

→自転車と自動車の通勤手当が同額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• ノーカーデーの取り組み状況 

→月２回ノーカーデー実施を推進 

→目標設定は市役所庁舎（本庁舎・西別館・東別館・分館）で５０％ 

→市役所庁舎のみの H２１年度上半期実施率は４６％、全体では３８％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【通勤手当の概要】 

① 2ｋｍ圏内は対象外 

目的地までの片側の通勤距離が２ｋｍ圏内は支給対象外 

② 交通機関等を利用 

１箇月あたりの運賃相当を支給 

③ 自転車等を利用 

距離に応じた手当を支給 

④ 交通機関と自動車等を利用 

①～③に沿って支給額を決定 

 

Ａ：市役所周辺地区 

Ｂ：我孫子駅周辺地区 

Ｃ：天王台・東我孫子駅周辺地区 

Ｄ：湖北駅周辺地区 

Ｅ：新木駅周辺地区 

Ｆ：布佐駅周辺地区 

Ｇ：利根川周辺地区 

図 1-8 我孫子市の対象事業所 
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（５）実施スケジュール 

各地域のエコ通勤アンケートは、以下のスケジュールにより実施した。 

表 1-2 実施スケジュール 

◆･･･各事業所とのコミュニケーション 

  さいたま市・宇都宮市・小田原市 我孫子市※ 

１月 ４日  

◆配布部数や今後の予定等を確認 

 

 １１日  

◆配布・回収のご案内と返送用着払いラベル送付

 

 １８日 事前アンケート実施（配布～回収） 

◆配布物到着と不明点の確認、配布の依頼 

 

 ２５日  

動機付け冊子、通勤マップの配布 

２月 １日 ◆回収アンケート発送の依頼、事後の予定確認 （各自エコ通勤をイメージしてもらう） 

 ８日  

◆配布・回収のご案内と返送用着払いラベル送付

 

 １５日 事後アンケート実施（配布～回収） 

◆配布物到着と不明点の確認、配布の依頼 

 

事後アンケート実施（回収） 

 ２２日   

３月 １日 ◆回収アンケート発送の依頼 

 

 

   

◆各事業所へのフィードバック（委員会終了後） 

 

※我孫子市の調査については、我孫子市役所が「エコ通勤優良事業所」として、従前より、エコ通勤

についての啓発活動が進んでいるという状況を踏まえ、事業所内での啓発活動をフォローする観

点から、まず「動機付け冊子」と「バスマップ」を配布、各自エコ通勤をイメージしてもらい、その約２

～３週間後に「事後アンケート」の設問をベースとしたアンケートを実施するという手法をとった。 



 9 

（６）配布・回収数 

エコ通勤アンケートの配布・回収数は以下のとおりである。 

事前・事後とも、民間事業所においては約６０～１００％、小田原市役所・我孫子市役所におい

ては約９０～１００％の回収率となっている。 

 

表 1-3 エコ通勤アンケート配布・回収結果 

   事 前   事 後  

地域 事業所名 配布数 回収数 回収率 配布数 回収数 回収率

さいたま市Ａ 事業所Ａ１ 100 100 100 % 100 97 97 % 

 事業所Ａ２ 180 130 72 % 180 147 82 % 

 事業所Ａ３ 200 139 70 % 200 129 65 % 

さいたま市Ｂ 事業所Ｂ１ 60 52 87 % 61 57 93 % 

さいたま市Ｃ 事業所Ｃ１ 672 395 59 % 663 402 61 % 

 事業所Ｃ２ 250 153 61 % 250 138 55 % 

さいたま市Ｄ 事業所Ｄ１ 150 144 96 % 150 149 99 % 

 事業所Ｄ２ 420 345 82 % 366 333 91 % 

宇都宮市 対象事業所 330 198 60 % 330 186 56 % 

小田原市 小田原市役所 952 948 100 % 952 937 98 % 

（内訳） （正規職員） （797） （793） （99 %） （797） （782） （98 %）

 （正規職員以外） （155） （155） （100 %） （155） （155） （100 %）

我孫子市 我孫子市役所 － － － 1,359 1,218 90 % 

 合   計 3,325 2,604 78 % 4,611 3,793 82 % 
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（７）実施結果の概要 

エコ通勤アンケートを実施した結果、全体で約 3,800 人の参加があり、このうちクルマ利用が約

2,000 人で、その中でエコ通勤を実施した人は 36.6％、739 人であった。 

その結果、年当たりに換算すると（この行動が１年間続いたとすると）、222.7ｔ-ＣＯ2/年、9.6％

のＣＯ2 の削減が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域
アンケート

参加者
（人）

クルマ
利用あり

（人）

エコ通勤
実施人数

（人）

エコ通勤
実施割合

さいたま市（８事業所計） 1,458 639 189 29.6%

宇都宮市（１事業所） 198 175 34 19.4%

小田原市（小田原市役所） 948 370 186 50.3%

我孫子市（我孫子市役所） 1,218 834 325 39.0%

合計 3,822 2,018 739 36.6%

※アンケート参加者･･･事前アンケート参加者数、我孫子市は事後アンケートで従前のクルマ利用を把握

※クルマ利用あり･･･事前アンケートで１日でもクルマ（運転）・クルマ（同乗）の利用がある人

※エコ通勤実施･･･クルマ利用ありのうち１日でもエコ通勤を実施した人

表 1-4 エコ通勤アンケート実施結果 

表 1-5 エコ通勤アンケートによるＣＯ2 削減 

地域
事前ＣＯ2
排出量

（t-CO2/年）

事後ＣＯ2
排出量

（t-CO2/年）

ＣＯ2
削減量

（t-CO2/年）

ＣＯ2
削減割合

さいたま市（８事業所計） 1,089.3 985.9 103.4 9.5%

宇都宮市（１事業所） 183.7 173.9 9.7 5.3%

小田原市（小田原市役所） 453.2 394.8 58.4 12.9%

我孫子市（我孫子市役所） 601.2 550.0 51.2 8.5%

合計 2,327.3 2,104.6 222.7 9.6%

※エコ通勤アンケートの結果を年間当たりに換算
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２．エコ通勤に向けた各地域の課題  

２―１ 通勤の現状とエコ通勤に対する意識 

（１）現状の通勤・帰宅時間 

• 各事業所の始業時間帯は、概ね８～９時台となっているが、さいたま市Ｄ地区の２事業所につ

いては、６・１４・２０時台に出勤するパターンもみられる。 

• 各事業所の終業時間帯は、概ね１６～１７時台となっているが、さいたま市Ｄ地区の２事業所に

ついては、８・１４・２０・２２時台に退勤するパターンもみられる。 
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図 2-1-1 始業時間帯 
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図 2-1-2 始業時間帯 
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（２）現状の通勤交通手段 

• さいたま市Ｃ地区は、自動車通勤者の割合が２割前後と、今回の調査対象事業所の中では最

も小さく、公共交通３～４割及び、徒歩・自転車が３割程度利用されている。 

• さいたま市Ｄ地区及び宇都宮市では、他の地域と比較して公共交通の利便性が低いこともあり、

自動車通勤者の割合が大きく、徒歩・自転車通勤者が１～３割程度みられるものの、公共交通

通勤者はほとんどみられない。 

• さいたま市Ａ・Ｂ地区及び小田原市では、自動車通勤者３～５割程度とともに、公共交通や徒

歩・自転車等多様な手段構成となっている。 
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図 2-1-3 通勤交通手段の割合 

注）毎日同じ交通手段でない人もいるため（例：クルマ週４日・自転車週１日）、１ヶ月当たり利用日数に換算、重み付けして

手段別の構成比を算定した。 

注）小田原市の集計では、正職員以外（嘱託・臨時職員）については、勤務体制（勤務日数、勤務時間）が正職員とは異な

るため別に集計している。また、消防署職員（24 名）は特殊な勤務体制のため、除いて集計した（以下同様）。 
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クルマ利用を少し減らすだけで、大きくＣＯ2排出を削減できる
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図 2-1-5 クルマ利用を少し減らすだけで、大きく CO２排出を削減できる 

「エコ通勤」運動を知っていたか
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図 2-1-4 「エコ通勤」運動を知っていたか 

（３）エコ通勤に対する意識 

• エコ通勤運動の認知度はどの地域も低く、６割前後が「まったく知らない」と回答している。 

• クルマ利用抑制による CO2 排出削減効果は、どの地域についても４割前後が「まったく知らな

い」と回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エコ通勤アンケート実施前の意識 
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地球温暖化対策のためには、クルマ利用は減らした方がよいか
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図 2-1-7 地球温暖化対策のためにはクルマ利用は減らした方がよいか 

冊子を読んで「エコ通勤」運動の趣旨は理解できたか
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図 2-1-6 冊子を読んで「エコ通勤」運動の趣旨は理解できたか 

• アンケート実施前のエコ通勤に対する認識は高くはないものの、今回のエコ通勤アンケートの

実施により、ほとんどの人のエコ通勤運動に対する理解を得ることができ、またほとんどの人は

多少なりともクルマ利用の抑制意識を持つようになるなど、エコ通勤アンケートには高い啓発効

果があることがうかがえる。 
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車の代わりに、徒歩や自転車で通勤可能か
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図 2-1-8 車の代わりに徒歩や自転車で通勤可能か 

（４）エコ通勤の可能性 

• さいたま市Ａ～Ｃ地区及び小田原市においては、自動車通勤者のうち鉄道沿線居住者は４～５

割、事業所近隣居住者は１割弱みられ、徒歩・自転車や電車・バスでの通勤可能性も一定割合

がみられることから、これらの人のエコ通勤への取り組みを後押しすることで、エコ通勤を更に拡

大していくことが課題である。 

• さいたま市Ｄ地区及び宇都宮市においては、公共交通による通勤手段は限られたバス路線に

ならざるを得ないため、エコ通勤の可能性は低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車の代わりに、電車やバスで通勤可能か

13%

12%

14%

18%

10%

3%

43%

34%

27%

8%

9%

46%

56%

52%

59%

56%

58%

54%

60%

62%

58%

66%

40%

33%

34%

24%

33%

39%

3%

5%

11%

34%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大正製薬株式会社

カシュー株式会社

信越ポリマー株式会社　東
京工場

フジノン株式会社

株式会社タムロン

八木アンテナ株式会社

曙ブレーキ岩槻製造（株）

北海製罐（株）岩槻工場

レオン自動機株式会社

小田原市役所（正職員）

小田原市役所（正職員以外）

さ
い

た
ま

市
Ａ

さ
い

た
ま

市
Ｂ

さ
い

た
ま

市
Ｃ

さ
い

た
ま

市
Ｄ

宇
都

宮
市

小
田

原
市

絶対に無理 無理ではないが難しい できる

事業所 A1

事業所 A2

事業所 A3

事業所 B1

事業所 C1

事業所 C2

事業所 D1

事業所 D2

対象事業所

図 2-1-9 車の代わりに電車やバスで通勤可能か 
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• エコ通勤を少しでも実践してみようという人は各地域で８割前後みられるが、さいたま市Ｄ地区

及び宇都宮市においては、無理の割合が比較的高い。 
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図 2-1-10 「エコ通勤」を少しでも実践してみようと思うか 

前問で書いていただいた「エコ通勤」は実際にできそうか
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図 2-1-11 前問で書いていただいた「エコ通勤」は実際にできそうか 
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自転車の通勤距離
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さいたま市 B  4.7km 

さいたま市 C  1.7km 

さいたま市 D  2.8km 

さいたま市合計 2.4km 

図 2-2-2 自転車の通勤距離

図 2-2-1 徒歩の通勤距離 

徒歩の通勤距離
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さいたま市Ａ

さいたま市Ｂ

さいたま市Ｃ

さいたま市Ｄ

さいたま市合計

通勤距離（中央値） 

さいたま市 A  1.6km 

さいたま市 B  1.4km 

さいたま市 C  0.7km 

さいたま市 D  0.2km 

さいたま市合計 0.7km 

２―２ さいたま市の課題 

（１）居住地側からみた課題 －事前アンケートから－ 

① 事業所近隣居住者 

• さいたま市の徒歩通勤距離は０．７Km（中央値）、自転車通勤距離は２．４Km（中央値）で、事業

所から３Km 圏程度までの居住者は徒歩・自転車が中心の交通手段となっている。 

• 事業所から３Km 圏程度までの居住者の中でも自動車利用がみられ（自動車利用者の１２％）、

特にさいたま市Ｄ地区でその割合が顕著である。 

• さいたまＤ地区をはじめ、事業所の徒歩・自転車圏においては、自動車利用を抑制するとともに

徒歩・自転車通勤を促進していくことが課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車の通勤距離
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図 2-2-3 自動車の通勤距離
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図 2-2-8 さいたま市全体 事業所からの距離帯別通勤手段割合 

さいたま市全体　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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さいたま市A　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-2-4 さいたま市Ａ事業所からの距離帯別通勤手段割合 

図 2-2-6 さいたま市Ｃ事業所からの距離帯別通勤手段割合 

さいたま市C　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-2-7 さいたま市Ｄ事業所からの距離帯別通勤手段割合 

さいたま市D　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-2-5 さいたま市Ｂ事業所からの距離帯別通勤手段割合 

さいたま市B　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-2-9 本調査対象事業者の短距離自動車利用者数 

本調査対象事業所の短距離自動車利用者数
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図 2-2-15 本調査対象事業所の鉄道沿線居住のクルマ運転利用者 

本調査対象事業所の鉄道沿線居住のクルマ運転利用者
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② 鉄道沿線居住者 

• さいたま市の公共交通通勤者は、最寄駅から１．５Km 圏までの間に８割程度が居住しており、

公共交通が利用しやすい駅徒歩圏居住者が公共交通をよく利用していることがうかがわれる。 

• 駅徒歩圏に居住している人でも、自動車通勤をしている人は各地区でみられ、公共交通を利用

しやすいところに居住している自動車通勤者の公共交通利用促進が課題である。 

• また、駅から離れた地区からでも公共交通利用者はみられることから、駅から離れたところに居

住する自動車通勤者についても、公共交通が利用できるような仕組みを工夫する必要がある。 
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図 2-2-10 さいたま市Ａ公共交通利用者及び  

自動車利用者の居住地(最寄駅からの距離) 
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図 2-2-12 さいたま市Ｃ公共交通利用者及び  

自動車利用者の居住地(最寄駅からの距離) 
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図 2-2-13 さいたま市Ｄ公共交通利用者及び  

自動車利用者の居住地(最寄駅からの距離) 
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図 2-2-11 さいたま市Ｂ公共交通利用者及び  

自動車利用者の居住地(最寄駅からの距離) 

※事業所３Km 圏居住者は除く 
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図 2-2-14 さいたま市合計 公共交通利用者及び 

  自動車利用者の居住地(最寄駅からの距離) 
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エコ通勤者の交通手段

不明 9%

その他 6%

徒歩 12%

バス・鉄道
44%

自転車
26%

バイク 3%
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100%

図 2-2-17 エコ通勤者の交通手段 

さいたま市 エコ通勤実施日数別の実行者数
38%
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（２）事後アンケートの結果からみた課題 

• エコ通勤アンケートを実施した結果、エコ通勤を行った人は、さいたま市Ａ・Ｂ・Ｃでは公共交通

を利用した人が最も多く、次いで自転車となっているが、さいたま市Ｄでは公共交通利用は少な

く自転車・徒歩利用が多くなっている。 

• エコ通勤を行った人は、さいたま市Ａ・Ｃでは鉄道沿線で比較的みられるものの、同様に鉄道沿

線においてエコ通勤を行っていない人も見受けられることから、そのような人の公共交通利用促

進が課題である。 

• また、さいたま市Ｄでエコ通勤を行った人は、事業所の近隣居住者に多く徒歩・自転車通勤が

行われているが、鉄道沿線地域でのエコ通勤の取り組みがあまり多くみられないことから、鉄道

沿線居住者の公共交通を利用した通勤ができる仕組みの構築が課題である。 
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勤をし
た人
30%

エコ通
勤をし
なかっ
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70%

図 2-2-16 自動車通勤者のうちエコ通勤の実施割合 

図 2-2-18 エコ通勤実施日別の実行者の割合 

（t-CO2/年）

事前ＣＯ2排出量 事後ＣＯ2排出量 削減量 削減割合

事業所Ａ１ 121.8 110.5 11.4 9.3%

事業所Ａ２ 111.9 102.4 9.5 8.5%

事業所Ａ３ 84.2 74.0 10.2 12.2%

事業所Ｂ１ 41.1 35.3 5.9 14.3%

事業所Ｃ１ 225.6 185.4 40.2 17.8%

事業所Ｃ２ 103.9 91.1 12.8 12.3%

事業所Ｄ１ 140.8 136.3 4.5 3.2%

事業所Ｄ２ 259.9 251.0 8.9 3.4%

合計 1,089.3 985.9 103.4 9.5%

※エコ通勤アンケートの結果を年間当たりに換算 

表 2-2-1 CO2 削減量 
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① さいたま市Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-19 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

事業所Ａ１・Ａ２・Ａ３ 
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② さいたま市Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-20 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

埼玉新都市交通 
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③ さいたま市Ｃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-21 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人
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④ さいたま市Ｄ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-2-22 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人 
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通勤にクルマを利用する理由
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4%

22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

クルマの方が楽で便利

自宅周辺の公共交通が不便

職場周辺の公共交通が不便

家族の送迎・買物等の用がある

公共交通はクルマより時間がかかる

クルマ通勤を奨励している

その他

大正製薬株式会社 カシュー株式会社 信越ポリマー株式会社　東京工場事業所 A１ 事業所 A２ 事業所 A３ 

図 2-2-23 通勤にクルマを利用する理由(さいたま市 A 地区)

（３）地域別アンケート 

今回の調査は「エコ通勤コミュニケーションアンケート」の設問を中心に行ったが、更

にさいたま市独自の設問を追加し、通勤時のクルマの利用理由やエコ通勤をする場合に必

要なことに関する設問・記入欄を設けた。 

• 通勤にクルマを利用する理由は、クルマの方が楽で便利であると公共交通はクルマより

時間がかかるという人が多い。 

• エコ通勤をしようとする場合、バスの利便性の向上を必要としている人が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さいたま市Ｂ 

さいたま市Ａ 

通勤にクルマを利用する理由

41%

41%
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24%

53%
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クルマの方が楽で便利

自宅周辺の公共交通が不便

職場周辺の公共交通が不便

家族の送迎・買物等の用がある

公共交通はクルマより時間がかかる

クルマ通勤を奨励している

その他

フジノン株式会社事業所 B1 

図 2-2-25 通勤にクルマを利用する理由(さいたま市 B 地区) 

エコ通勤をしようとする場合に必要なこと
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

バスの利便性向上

バス料金の値下げ

自転車道の整備

自転車のレンタル制度

自転車に関する諸情報の提供

駐輪場の整備

職場手当ての改善

職場シフト交代時間を公共交通に合わせる

職場までの送迎バス

その他

フジノン株式会社事業所 B1 

図 2-2-26 エコ通勤をしようとする場合に必要なこと(さいたま市 B 地区) 

図 2-2-24 エコ通勤をしようとする場合に必要なこと(さいたま市 A 地区)

エコ通勤をしようとする場合に必要なこと
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

バスの利便性向上

バス料金の値下げ

自転車道の整備

自転車のレンタル制度

自転車に関する諸情報の提供

駐輪場の整備

職場手当ての改善

職場シフト交代時間を公共交通に合わせる

職場までの送迎バス

その他

大正製薬株式会社 カシュー株式会社 信越ポリマー株式会社　東京工場事業所 A１ 事業所 A２ 事業所 A３ 
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さいたま市Ｃ 

さいたま市Ｄ 

通勤にクルマを利用する理由

31%

50%

1%

15%

64%

0%

11%

60%

33%

5%

15%

53%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

クルマの方が楽で便利

自宅周辺の公共交通が不便

職場周辺の公共交通が不便

家族の送迎・買物等の用がある

公共交通はクルマより時間がかかる

クルマ通勤を奨励している

その他

株式会社タムロン 八木アンテナ株式会社事業所 C１ 事業所 C２ 

図 2-2-27 通勤にクルマを利用する理由(さいたま市 C 地区) 

エコ通勤をしようとする場合に必要なこと

41%

8%

26%
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3%
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10%

21%

43%

10%

43%

8%
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15%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

バスの利便性向上

バス料金の値下げ

自転車道の整備

自転車のレンタル制度

自転車に関する諸情報の提供

駐輪場の整備

職場手当ての改善

職場シフト交代時間を公共交通に合わせる

職場までの送迎バス

その他

株式会社タムロン 八木アンテナ株式会社事業所 C１ 事業所 C２ 

図 2-2-28 エコ通勤をしようとする場合に必要なこと(さいたま市 C 地区) 

通勤にクルマを利用する理由

60%

31%

19%
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33%

31%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

クルマの方が楽で便利

自宅周辺の公共交通が不便

職場周辺の公共交通が不便

家族の送迎・買物等の用がある

公共交通はクルマより時間がかかる

クルマ通勤を奨励している

その他

曙ブレーキ岩槻製造（株） 北海製罐（株）岩槻工場事業所 D１ 事業所 D２ 

図 2-2-29 通勤にクルマを利用する理由(さいたま市 D 地区) 

エコ通勤をしようとする場合に必要なこと
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41%
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バスの利便性向上

バス料金の値下げ

自転車道の整備

自転車のレンタル制度

自転車に関する諸情報の提供

駐輪場の整備

職場手当ての改善

職場シフト交代時間を公共交通に合わせる

職場までの送迎バス

その他

曙ブレーキ岩槻製造（株） 北海製罐（株）岩槻工場事業所 D１ 事業所 D２ 

図 2-2-30 エコ通勤をしようとする場合に必要なこと(さいたま市 D 地区) 
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（４）個別意見 

① さいたま市Ａ 

■事業所に向けた意見 

• エコ通勤に対応した通勤手当 

→自転車の通勤手当を自動車と同程度 

→エコ通勤１回当たりの場合にも支給 

→通勤方法を選べる柔軟な手当ての支給 

• 駐輪場手当の対応 

→会社の最寄り駅から自転車通勤を望んでいるが、駐輪場代がかかってしまう 

• エコ通勤途中の労災に関する認知 

→エコ通勤の途中に事故等がおきたとき、労災として認めて欲しい（事業者 A１） 

→普段はクルマを利用しているが、時々おこなう自転車等のエコ通勤は会社提出している通勤

方法と逸脱しており、労災との関係が不透明な部分を感じている（事業者 A3） 

■行政に向けた意見 

• 育児環境の充実（子どもの送迎のための対策等） 

→子どもを乗せられる自転車のレンタルがあると便利 

■公共交通事業者に向けた意見 

• 会社の最寄り駅から会社までの公共交通機関を充実して欲しい 

→JR 東大宮駅方面からのバスを増便して欲しい（東大宮駅からのアクセスについては“事

業者 A1”と“事業者 A3”からの意見がでている。） 

→JR 宮原駅方面からのバスを増便して欲しい（宮原駅から送迎を行っていない、“事業者 A

１”と“事業者 A２”では宮原駅からのアクセスの問題があげられている。） 

 

② さいたま市Ｂ 

■事業所に向けた意見 

• エコ通勤のため勤務開始時間を柔軟に対応 

→クルマ以外では通勤時間がかかるため勤務開始時間を遅くして欲しい 

■行政に向けた意見 

• 育児環境の充実（子どもの送迎のための対策等） 

→子供の保育所の送迎する必要がなくなったらエコ通勤をしても良い 

■公共交通事業者に向けた意見 

•  Ｐ＆Ｒの利用促進策 

→自宅から最寄り駅までクルマで行き、電車を利用したい 

•  正確なバス運行 

→時刻表どおり待っていたのに、寒い雨の中１０分も待たされ、もう使いたくないと思った 
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③ さいたま市Ｃ 

■事業所に向けた意見 

• エコ通勤に対応した通勤手当 

→徒歩、自転車通勤者を優遇する社内制度があると良い 

• 駐輪場手当の対応 

→駐輪場代を日割り計算にして支給して欲しい 

→電車通勤にすると最寄り駅まで自転車となるので駐輪場代を支給して欲しい 

• エコ通勤途中の労災に関する認知 

→届け出以外の方法で通勤した場合の事故などの労災の補償 

→会社が通勤手段として、申請した自動車だけでなく、天気の良い日などに、徒歩・自転車の

通勤でも柔軟に対応してくれればエコ通勤が可能 

■行政に向けた意見 

• 歩行者や自転車が安全に通勤できるような道路への取り組み 

→会社前の県道２号線に自転車道の整備をして欲しい（事業者 C１） 

→七里駅は、歩行者にとって危険、また激しい雨が降ると川となるため整備をして欲しい 

→東大宮と大和田間の通りの歩道、自転車道の整備をしてほしい 

→自転車も安全に走行できる道路整備（自転車通行帯）をして欲しい 

→さいたま市の道路は車を中心として作られすぎている。車の乗り入れ制限をしたらどうか。 

• コンパクトシティに向けたまちづくり 

→従業員の多い企業は社宅を会社近くに建てるよう支援をして、通勤自体を減らすように国で

取り組んで欲しい 

• フレックス制度をもっと広めるべき 

→公共交通を利用することを勧めるのであれば、ラッシュ時を避けられるフレックス制度を広める

べき 

• エコ通勤のための後押し 

→エコポイントを家電だけでなく、行動に対してもつけて欲しい 

→エコ通勤減税を考えてはどうか 

• 育児環境の充実（子どもの送迎のための対策等） 

→暫くは子供の保育所の送迎があるため、やむを得ず 
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■公共交通事業者に向けた意見 

• バスの遅延に対する対応 

→バスの遅延証明書を営業所にわざわざ取りに行かなくても運転手さんから受取れる。もしくは、

Ｗｅｂでダウンロードできるようにして欲しい 

• 待合施設の整備 

→雨の日バスを待っているときに濡れてしまうため、バス停に屋根があるとよい。 

→夕方以降の発着頻度または待合室の整備等 

• 駅周辺にＰ＆Ｒ用の駐車場の整備 

→最寄り駅までクルマが必要なためエコ通勤は難しい 

→駅周辺に駐車場があるならば、自宅から最寄り駅まではクルマを利用し、その後は電車で出

勤したい。 

• 駅の駐輪場代が高い 

→白岡町の駐輪場代は月々2500 円と高い。駐輪場代は、練馬区平和台では 1600 円、和光市

は無料で住みやすかった 

④ さいたま市Ｄ 

■事業所に向けた意見 

• エコ通勤に対応した通勤手当 

→自転車でも手当てを出して欲しい（事業者 D1） 

→自転車通勤にしても通常の定期代を補助して欲しい 

• 通勤手段は申請されたもの以外を認めていない 

→クルマ通勤を会社に申請すると、クルマ以外の通勤は認められていない 

→会社で自動車通勤と二輪車の併用は禁止されている（事業者 D1） 

→雨の日はクルマで、晴れた日は自転車で通勤したい（事業者 D1） 

• エコ通勤途中の労災に関する認知 

→自転車通勤が可能だが、会社にクルマで申請しているため事故があった場合に自分の

責任にされる（事業者 D1） 

• 勤務時間制度について 

→時間がかかるので勤務時間の短縮がないときつい 

→勤務時間が短い日に自転車通勤をしてみたいと思う 

→フレックス出勤等が充実されないと無理だと思う 

→残業日が決まっているとエコ通勤がしやすい 

• エコ通勤の奨励 

→会社側も積極的にエコ通勤を奨励しなければ進展しないのではないか 
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■行政に向けた意見 

• 自転車通勤がしやすい道路環境の整備 

→晴れた日だけ自転車でも良いが、車道が狭く大変危険であり、とても自転車が通れる道でな

い 

• エコ通勤環境充実のため行政からの働きかけ 

→駅から会社までのバスが欲しい。国や県、市から企業へ働きかけて欲しい 

→職業がら車が売れないと困る。就業人口の多い産業の停滞を招く政策だけは辞めて欲しい。

エコ＝車通勤者減では単純すぎる。ＣＯ２排出の削減基準を上げ未達成の車に対して課税

すべき（事業者 D1） 

■公共交通事業者に向けた意見 

• バスサービスの向上 

 →停留場から会社までが遠いので停留場を会社に近くしてほしい。（事業者 D1） 

 →会社までのバス本数が１時間に１本では話しにならない。会社で最寄り駅までの送迎をして

ほしい（事業者 D２） 

• バスルートを見直して欲しい 

 →停留所から会社までが遠いので停留場を会社に近くしてほしい。（事業者 D1） 

 →岩槻南地区から駅・会社までのアクセスの改善（複数）。（事業者 D1、事業者 D２） 

 →蓮田方面にもバスを運行して欲しい 

• 交通機関の枠にとらわれず乗換え時間短縮に向けた協力 

 →電車やバスを利用すると乗換が多く発生し、乗換が合わないと時間がかかりすぎる 
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徒歩の通勤距離
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１Km未満 １～２Km ２～３Km ３～４Km ４～５Km ５～６Km ６～７Km ７～８Km ８～９Km ９～１０Km １０Km以上

宇都宮市

通勤距離（中央値） 

宇都宮市  1.6km 

図 2-3-1 徒歩の通勤距離 

２－３ 宇都宮市の課題 

（１）居住地側からみた課題 －事前アンケートから－ 

① 事業所近隣居住者 

• 宇都宮市の徒歩通勤距離は１．６Km（中央値）、自転車通勤距離は２．８Km（中央値）で、事業

所から３Km 圏程度までの居住者は徒歩・自転車が中心の交通手段となっている。 

• 特に徒歩の人は１．５Km 前後の人が大半を占めている。 

• 事業所の３Km 圏の自動車通勤者は自動車利用者の１７％あり、事業所の徒歩・自転車圏にお

ける徒歩・自転車通勤の促進が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車の通勤距離
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図 2-3-2 自転車の通勤距離 
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本調査対象事業所の短距離自動車利用者数
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図 2-3-5 本調査対象事業所の短距離自動車利用者数 

事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-3-4 事業所からの距離帯別通勤手段割合 

自動車の通勤距離
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図 2-3-3 自動車の通勤距離 
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② 鉄道沿線居住者 

• 宇都宮市の公共交通通勤者の割合は小さいが、公共交通利用者は東武宇都宮～江曽島間沿

線やＪＲ宇都宮駅近辺での居住者が多く、事業所へアクセスするバス路線を比較的利用しやす

いところに居住している。 

• このような比較的公共交通を利用しやすいところに居住している人でも、自動車通勤をしている

人がみられることから、事業所へアクセスするバス路線沿線や東武宇都宮線沿線地区の居住

者を中心に、自動車通勤者の公共交通利用を促進していくことが課題である。 

• また、バス路線沿線から離れた地区でも、バス路線にアクセスする方法を工夫することにより、公

共交通が利用できるような仕組みを検討する必要がある。 
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図 2-3-7 本調査対象事業所の鉄道沿線居住のクルマ運転利用者 
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（２）事後アンケートの結果からみた課題 

• エコ通勤アンケートを実施した結果、エコ通勤を行った人は自転車を利用した人が最も多く、次

いで公共交通となっている。 

• エコ通勤を行った人は、宇都宮市ではバス路線沿線や事業所近隣でみられるものの、同様に

バス路線沿線においてもエコ通勤を行っていない人も見受けられることから、そのような人の公

共交通利用促進が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-8 自動車通勤者のうちエコ通勤の実施割合 
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図 2-3-9 エコ通勤者の交通手段 

図 2-3-10 エコ通勤実施日数別の実行者の割合 
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（t-CO2/年）

事前ＣＯ2排出量 事後ＣＯ2排出量 削減量 削減割合

対象事業所 183.7 173.9 9.7 5.3%

※エコ通勤アンケートの結果を年間当たりに換算 

表 2-3-1 CO２削減量 
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図 2-3-11 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人
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（３）地域別アンケート 

今回の調査は「エコ通勤コミュニケーションアンケート」の設問を中心に行ったが、更

に宇都宮市独自の設問を追加し、通勤時のクルマの利用理由やエコ通勤をする場合に必要

なことに関する設問・記入欄を設けた。 

• 通勤にクルマを利用する理由は、クルマの方が便利であることと公共交通はクルマより時間が

かかるという人が多い。 

• エコ通勤をしようとする場合、バス路線の新設とバス運行本数の増便を必要としている人が多

い。 
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図 2-3-13 エコ通勤をしようとする場合に必要なこと 
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レオン自動機株式会社対象事業所 

図 2-3-12 通勤にクルマを利用する理由 
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（４）個別意見 

■事業所に向けた意見 

• エコ通勤がしやすい環境づくり 

→エコ通勤をする日は、出社時間を遅くしてくれる等、会社が配慮してくれると良い 

→金曜日のノー残業デーならばエコ通勤を考えても良い 

→自転車やジョギングでの通勤が出来るよう、スポーティーな服装での出社を認めて欲しい 

→会社全体でエコ通勤に取り組むならやってもよい！ 

• エコ通勤のための手当ての対応 

→車の方が安いし速い、自宅から最寄り駅までの交通手段も考えなくてはならない。それでもエ

コ通勤したいとおもう。そのためには補助金や奨励金等が必要 

→車を利用しない場合のメリットが無いと実行しにくい。交通費＋α手当てなど 

■行政に向けた意見 

• 育児環境の充実（子どもの送迎のための対策等） 

→保育園に子供を預けているため公共交通の利用は難しい。他の人も同様だと思うので行政

に良い方法を考えて頂きたい 

→保育園・小学校の送迎をしているので車意外は考えられない 

• 安心して安全に利用できる歩道空間の整備 

→歩くにしても、自転車にしても歩道の確保（ベビーカーも車椅子も使用できない所が多い） 

→通勤路が車道のみで自転車が利用しづらい 

→自転車専用の道（レーン）などを整備して欲しい。特に清住通り、県体育館の歩道橋のせい

で歩道幅が狭いところがある 

• 坂が多い地域でのアシスト付き自転車の普及（地域ニーズにあった自転車の普及） 

→坂道が多いため、電動付きアシストの購入補助等もあると助けになる 

■公共交通事業者に向けた意見 

• 公共交通利用による交通費・移動時間の増加 

→公共交通網が整備されていないため、通勤に時間が掛かりすぎる 

→エコ通勤を実施すると、自転車、電車、バスを乗り継ぎ、通勤時間が倍以上になってしまう 

→公共交通で通勤すると、１日往復で千円以上かかるので、通勤手当として支給されれば月に

何日かはやれるとおもうが、会社としても経費が増えるので提案は難しい 

• 通勤ニーズを満たしていない公共交通 

→バス通勤だと乗り継ぎの便が悪いので会社まで直通で行けるバス路線の拡大 

→バス路線の見直し、バスダイヤの見直し 

→シャトルバスがあると良い 

• サイクル＆バスライドへの対策 

→バス停に自転車を駐輪できるようにして欲しい 

→バスに自転車を持ち込める様にできないか 
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自転車の通勤距離
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図 2-4-2 自転車の通勤距離 

徒歩の通勤距離

30%

51%

14%

0% 1% 1% 0% 1% 0% 1% 2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

１Km未満 １～２Km ２～３Km ３～４Km ４～５Km ５～６Km ６～７Km ７～８Km ８～９Km ９～１０Km １０Km以上

小田原市
通勤距離 （中央値） 

小田原市  1.6km 

図 2-4-1 徒歩の通勤距離 

２－４ 小田原市の課題 

（１）居住地側からみた課題 －事前アンケートから－ 

① 事業所近隣居住者 

• 小田原市の徒歩通勤距離は１．６Km（中央値）、自転車通勤距離は１．８Km（中央値）で、事業

所から３Km 圏程度までの居住者は徒歩・自転車が中心の交通手段となっている。 

• 事業所３Km圏では、自動車利用者の２８％が居住しており、これらの事業所近隣地区居住者の

自動車利用を抑制するとともに徒歩・自転車通勤を促進していくことが課題である。 
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本調査対象事業所の短距離自動車利用者数
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図 2-4-5 本調査対象事業所の短距離自動車利用者数 

事業所からの距離帯別通勤手段割合

1%

5%

21%

24%

35%

30%

36%

57%

48%

33%

67%

15%

29%

48%

49%

59%

44%

34%

36%

53%

29%

49%

34%

29%

17%

7%

5%

16%

0%

0%

10%

1%

46%

37%

5%

0%

1%

0%

0%

0%

0%

1%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１Km未満

１～２Km

２～３Km

３～４Km

４～５Km

５～６Km

６～７Km

７～８Km

８～９Km

９～１０Km

１０Km以上

公共交通 クルマ運転 クルマ同乗 バイク 自転車 徒歩

図 2-4-4 事業所からの距離帯別通勤手段割合 
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② 鉄道沿線居住者 

• 小田原市の公共交通通勤者は、最寄駅から１．５Km 圏までの間に８割程度が居住しており、公

共交通が利用しやすい駅徒歩圏居住者が公共交通をよく利用していることがうかがわれる。 

• 自動車通勤の居住地を同様にみると、最寄駅１．５Km 圏までの間に８割近くの人が居住してお

り、公共交通を利用しやすいところに居住している自動車通勤者の公共交通利用促進が課題

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※事業所３Km 圏居住者は除く 

図 2-4-6 公共交通利用者及び自動車利用者の 

居住地（最寄駅からの距離） 
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図 2-4-7 本調査対象事業所の鉄道沿道居住のクルマ運転利用者 
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（２）事後アンケートの結果からみた課題 

• エコ通勤アンケートを実施した結果、エコ通勤を行った人は地域で全体的にみられるが、御殿

場線やバス路線沿線等においてエコ通勤を行っていない人も見受けられることから、そのような

人の公共交通利用促進が課題である。 
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図 2-4-8 自動車通勤者のうちエコ通勤の実施割合
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図 2-4-9 エコ通勤者の交通手段 

小田原市 エコ通勤実施日数別の実行者数
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図 2-4-10 エコ通勤実施日数別の実行者の割合 

（t-CO2/年）

事前ＣＯ2排出量 事後ＣＯ2排出量 削減量 削減割合

小田原市役所（正職員） 404.6 352.0 52.6 13.0%

小田原市役所（正職員以外） 48.5 42.8 5.7 11.8%

合計 453.2 394.8 58.4 12.9%

※エコ通勤アンケートの結果を年間当たりに換算 

表 2-4-1 CO２削減量 
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図 2-4-11 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人
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（３）地域別アンケート 

今回の調査は「エコ通勤コミュニケーションアンケート」の設問を中心に行ったが、更

に小田原市独自の設問を追加し、通勤時のクルマの利用理由やエコ通勤をする場合に必要

なことに関する設問・記入欄を設けた。 

• 通勤にクルマを利用する理由は、クルマの方が楽で便利であると公共交通はクルマより時間

がかかるという理由の人が多い。 

• エコ通勤をしようとする場合、自転車道の整備を必要としている人が多い。 
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図 2-4-12 通勤にクルマを利用する理由 
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（４）個別意見 

■事業所に向けた意見 

• エコ通勤に対応した柔軟な通勤手当の対応 

→駐輪場代を負担して欲しい 

→ノーカーデーの費用を支給して欲しい 

→好天時は自転車で通勤可能だが雨天時は不可能なので雨天時の電車賃（回数券）などを補

助して欲しい 

→自転車通勤手当てを厚くする 

→非正職員に対しても手当てを出して欲しい 

• エコ通勤に対するインセンティブを設ける 

→自転車や公共交通機関での通勤者に対して実費以外の手当てを充実 

→自転車通勤者への補助、健康づくりの話とコラボで予算要求してください 

→バスを利用するごと人事上のポイントを加算してはどうか 

• エコ通勤のための受け入れ体制 

→庁舎の外へ出張することが多いが、公用車が使えないことがある 

→自転車での通勤も考えられるが、通勤の服装に影響する 

→健康を考えて晴れた日だけでも徒歩で通勤したいが、勤務時の服装と通勤時の服装が合わ

なくなる。また、荷物が増える 

• 庁舎の駐輪場の整備改善 

→庁舎の駐輪場が不足している 

→市役所の駐輪場で実際にイタズラ、盗難が多い 

■行政に向けた意見 

• バス路線の維持・存続にむけた対応 

→バス路線の減便・廃止が進んでおり、これ以上不便にならないようにするための対策が必要 

• 地域と一体となった自転車のまちづくり 

→街なかに気軽に駐輪することが出来ないため、市街地の主要な場所へ駐輪場を設置しては

どうか 

→企業も駐輪場を整備する 

→エコ通勤をした場合、中心市街地の商店街で買物に利用できるエコポイントを発行しては？ 

• 自転車で安全に通勤できるような道路整備 

→できれば自転車と徒歩を別々にして整備をして欲しい 

→県道に自転車用道路がないため、かなり危険です 

→225 号線の一部（飯泉）で道が狭く、車が多いので怖い 

• 坂の多い地域居住者への電気自転車購入の補助 

→坂の上に住む人は車に頼りがち、電気自転車の購入に際し通勤に利用する（車を処分する）

ことを条件に助成してはどうか 

• 育児環境の充実（子どもの送迎のための対策等） 

→通勤は子供の送迎も兼ねている 
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■公共交通事業者に向けた意見 

• 市役所付近まで乗り入れるバス路線の新設 

→市役所～小田原大橋～鴨宮駅 

→市役所～巡礼街道経由～鴨宮駅 

→巡礼街道方面～けやき通り（市役所南口）（小田原駅まで行くと時間がかかる、西湘病院でお

りると徒歩が長い） 

→現在、バスを乗り継いで通勤しているが、バス会社も異なっているので、出来れば直通で同じ

バス会社の路線にして欲しい 

• バスの運行本数の増便 

→小型バスでも良い代わりに本数を増やして欲しい 

• 通勤ニーズにあったダイヤ 

→始業時間に間に合うようなダイヤにして欲しい 

→最終便の時間帯が速く間に合わないことが多い 

→通勤時間が集中する、朝・夕の本数を増やして欲しい 

• 公共交通へのアクセス・イグレスの改善 

→かつては車通勤であったが現在は自宅から最寄り駅までは自動車で行き電車通勤をしてい

る。山間部でバスがないためこれ以上の改善は難しい 

• 融通の利いた運賃体制 

→ＪＲ同士のスイカとトイカが互いのエリアの路線をまたいで利用できないのは不便 

→同一系統内ならばバス会社が違っても料金は同一にするなど、分かりやすい料金体系にして

欲しい 

→通常のバス定期区間だけでなく、バス本数が少ない場合は別系統で普段利用する最寄りの

バス停まで行った場合も定期が有効になるように柔軟に対応して欲しい 

→バス運賃を都バスのように均一料金にしたら利用者が増えるのではないか 

→バス運賃は利用すれば利用するほど安くなる仕組みがあっても良いと思う 

• サイクル＆ライドのための環境整備 

→駅周辺に（安価、もしくは無料の）駐輪場を整備してはどうか 

→駅前に大きな駐輪場があれば、通勤だけでなく普段の生活の中でも自転車を利用したい 

→駅にレンタサイクルを設置し通勤で使用出来るようにする 

→電車（大雄山線）やバスに自転車をのせることができたら良い 

• 利用しやすいバスへ 

→バスが定刻どおりに来ないので、バスがバス停を通過したかどうかわかるシステムがあるとよ

い 

→ネット検索など、バス会社が連携した乗り換え案内があると良い 

→雨の日に駅ロータリーが一般車で大渋滞する、定時性の確保のためにも一般車の乗り入れ

禁止の措置が不可欠 
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２－５ 我孫子市の課題 

 

我孫子市の勤務地は、本庁舎以外に市内に分散しているため、鉄道駅を中心に以下の７地区

に集約して集計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ：市役所周辺地区 

Ｂ：我孫子駅周辺地区 

Ｃ：天王台・東我孫子駅周辺地区 

Ｄ：湖北駅周辺地区 

Ｅ：新木駅周辺地区 

Ｆ：布佐駅周辺地区 

Ｇ：利根川周辺地区 

図 2-5-1 我孫子市地域区分 

地区 正職員 正職員以外 不明 合計

Ａ：市役所周辺地区 429 144 573

Ｂ：我孫子駅周辺地区 74 126 200

Ｃ：天王台・東我孫子駅周辺地区 65 32 1 98

Ｄ：湖北駅周辺地区 59 44 103

Ｅ：新木駅周辺地区 28 26 2 56

Ｆ：布佐駅周辺地区 18 16 34

Ｇ：利根川周辺地区 28 4 32

市外 2 3 5

不明 57 30 30 117

合計 760 425 33 1,218

表 2-5-1 地区別通勤者数 
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（１）居住地側からみた課題 

① 事業所近隣居住者 

• 我孫子市の徒歩通勤距離は１．１Km（中央値）、自転車通勤距離は１．４Km（中央値）で、事業

所から３Km 圏程度までの居住者は徒歩・自転車が中心の交通手段となっている。 

• 自動車利用者の３２％は事業所の３Km 圏に居住者しており、事業所近隣居住者の徒歩・自転

車通勤を促進していくことが課題である。 
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平均通勤距離 （中央値） 

我孫子市 A  1.7km 

我孫子市 B  1.3km 

我孫子市 C  1.0km 

我孫子市 D  0.8km 

我孫子市 E  0.4km 

我孫子市 F  0.6km 

我孫子市 G  2.3km 

我孫子市合計 1.4km 

図 2-5-3 自転車の通勤距離 

徒歩の通勤距離
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我孫子市 C  1.3km 
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図 2-5-2 徒歩の通勤距離 
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我孫子市A　事業所からの距離帯別通勤手段割合

0%

7%

11%

18%

3%

6%

14%

30%

15%

9%

27%

22%

50%

68%

74%

91%

86%

77%

69%

80%

84%

67%

40%

22%

11%

5%

0%

5%

6%

0%

0%

0%

1%

36%

14%

6%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１Km未満

１～２Km

２～３Km

３～４Km

４～５Km

５～６Km

６～７Km

７～８Km

８～９Km

９～１０Km

１０Km以上

公共交通 クルマ運転 クルマ同乗 バイク 自転車 徒歩

図 2-5-5 我孫子市Ａ事業所からの距離帯別通勤手段割合

我孫子市C　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-5-7 我孫子市Ｃ事業所からの距離帯別通勤手段割合

我孫子市B　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-5-6 我孫子市Ｂ事業所からの距離帯別通勤手段割合
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3%

17%

11% 11%

13%

5%

9%

4%

6% 5%

17%

3%

20%

13%

7%
8%

9%

14%

2%

4%
3%

16%

8%

10%

13%

7%

3%

13%

5% 5%

10%

7%

18%

7%

15%

12% 12%

8%

10%

8%

7%

2%

10%

14%

12%

10%

12%

7%

5% 5%

2%

7%

24%

0%

17%

4%

0%

4%

13%

0%

13%

4% 4%

0%

19% 19%

4%

8%

0%

4% 4%

15%

4%

23%

4%

16%

12%

10%

11%

6%

9%

4%

6%
5%

18%

8%

2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

１Km未満 １～２Km ２～３Km ３～４Km ４～５Km ５～６Km ６～７Km ７～８Km ８～９Km ９～１０Km １０Km以上

我孫子市A
我孫子市B
我孫子市C
我孫子市D
我孫子市E
我孫子市F
我孫子市G
我孫子市合計

42%

図 2-5-4 自動車の通勤距離 

我孫子市D　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-5-8 我孫子市Ｄ事業所からの距離帯別通勤手段割合 
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我孫子市G　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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c

図 2-5-11 我孫子市Ｇ事業所からの距離帯別通勤手段割合

我孫子市合計　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-5-12 我孫子市合計 事業所からの距離帯別通勤手段割合

本調査対象事業所の短距離自動車利用者数

11

3 5 5
1 0 0

25

66

18

6 4 6 4 5

109

45

12
8 9

1
5

85

5

0

20

40

60

80

100

120

我孫子市A 我孫子市B 我孫子市C 我孫子市D 我孫子市E 我孫子市F 我孫子市G 我孫子市合計

１Km未満 １～２Km ２～３Km

図 2-5-13 本調査対象事業所の短距離自動車利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

我孫子市E　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-5-9 我孫子市Ｅ事業所からの距離帯別通勤手段割合

我孫子市F　事業所からの距離帯別通勤手段割合
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図 2-5-10 我孫子市Ｆ事業所からの距離帯別通勤手段割合
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② 鉄道沿線居住者 

• 我孫子市の公共交通通勤者は、最寄駅から１．５Km 圏までの間に９割程度が居住しており、公

共交通が利用しやすい駅徒歩圏居住者が公共交通をよく利用していることがうかがわれる。 

• 同様に自動車通勤をしている人でも、最寄駅から１．５Km 圏までの間に９割近くが居住しており、

居住地側は公共交通を利用しやすい環境にあると考えられることから、事業所側の最寄駅との

連絡が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5-14 我孫子市 A 公共交通利用者及び 

自動車利用者の居住地（最寄駅からの距離） 
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我孫子市B 公共交通

我孫子市B クルマ運転

図 2-5-15 我孫子市 B 公共交通利用者及び 

自動車利用者の居住地（最寄駅からの距離） 
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我孫子市C 公共交通

我孫子市C クルマ運転

図 2-5-16 我孫子市 C 公共交通利用者及び 

自動車利用者の居住地（最寄駅からの距離） 
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我孫子市D 公共交通

我孫子市D クルマ運転

図 2-5-17 我孫子市 D 公共交通利用者及び 

自動車利用者の居住地（最寄駅からの距離） 
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※事業所３Km 圏居住者は除く 
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我孫子市E 公共交通

我孫子市E クルマ運転

図 2-5-18 我孫子市 E 公共交通利用者及び 

自動車利用者の居住地（最寄駅からの距離） 
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我孫子市F 公共交通

我孫子市F クルマ運転

図 2-5-19 我孫子市 F 公共交通利用者及び 

自動車利用者の居住地（最寄駅からの距離） 
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我孫子市G 公共交通

我孫子市G クルマ運転

図 2-5-20 我孫子市 G 公共交通利用者及び 

自動車利用者の居住地（最寄駅からの距離） 

41%

27%

21%

8%
3%

38%

25%
23%

6%
8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

5
0
0
m

未
満

5
0
0
～

1
0
0
0
m

1
0
0
0
～

1
5
0
0
m

1
5
0
0
～

2
0
0
0
m

2
0
0
0
m

以
上

我孫子市合計 公共交通

我孫子市合計 クルマ運転

図 2-5-21 我孫子市合計 公共交通利用者及び

自動車利用者の居住地（最寄駅からの距離） 

本調査対象事業所の鉄道沿線居住のクルマ運転利用者
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図 2-5-22 本調査対象事業所の鉄道沿線居住のクルマ運転利用者
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（２）アンケートの結果からみた課題 

• エコ通勤アンケートを実施した結果、エコ通勤を行った人は自動車通勤者のうち４割、公共交

通の利用者が最も多くなっている。 

• エコ通勤を行った人は、我孫子市Ａ・Ｂ・Ｃでは成田線沿線で比較的みられるものの、市外の駅

や成田線の一部ではエコ通勤を行っていない人も見受けられることから、そのような人の公共交

通利用促進が課題である。 

• また、我孫子市Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇは、勤務地が成田線の湖北～布佐間となるが、エコ通勤の取り組み

があまりみられないことから、これらの人の公共交通利用を促すことが課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5-23 自動車通勤者のうちエコ通勤の実施割合 
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図 2-5-24 エコ通勤者の交通手段 

我孫子市 エコ通勤実施日数別の実行者数
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図 2-5-25 エコ通勤実施日数別の実行者の割合 

（t-CO2/年）

事前ＣＯ2排出量 事後ＣＯ2排出量 削減量 削減割合

我孫子市役所（正職員） 473.0 434.1 39.0 8.2%

我孫子市役所（正職員以外） 128.1 115.9 12.3 9.6%

合計 601.2 550.0 51.2 8.5%

※エコ通勤アンケートの結果を年間当たりに換算 

表 2-5-2 CO２削減量 
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Ａ：市役所周辺地区 
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図 2-5-26 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

Ａ：市役所周辺地区
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Ｂ：我孫子駅周辺地区 
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図 2-5-27 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

Ｂ：我孫子駅周辺地区
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Ｃ：天王台・東我孫子駅周辺地区 
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図 2-5-28 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

Ｃ：天王台・東我孫子駅周辺地
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Ｄ：湖北駅周辺地区 
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図 2-5-29 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

Ｄ：湖北駅周辺地区
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Ｅ：新木駅周辺地区 
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図 2-5-30 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

Ｅ：新木駅周辺地区
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Ｆ：布佐駅周辺地区 
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図 2-5-31 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

Ｆ：布佐駅周辺地区

つくばエクスプレス 

ＪＲ成田線

ＪＲ常磐線 

駅１ｋｍ圏 

駅１ｋｍ圏 

我孫子 天王台 

取手 

東我孫子 

新木 
湖北 

布佐 

木下 

柏 

北柏 

守谷 

流山おおたかの森 

藤代 

佐貫 

竜ケ崎 

 ０ ５ Ｋｍ 



 59

Ｇ：利根川周辺地区 
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図 2-5-32 自動車通勤者のうちエコ通勤をした人

Ｇ：利根川周辺地区
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（３）個別意見 

■事業所に向けた意見 

• エコ通勤手当の導入 

→積極的に徒歩通勤などをしている場合は、何らかの優遇制度があればよい 

→自宅マンションの駐輪場料金が高いため自転車を保有していない。自転車通勤手当などが

あると助かる 

→職場から 2ｋｍ圏内でも夏場の徒歩通勤はきつい。交通費を支給して欲しい 

→毎月の自転車通勤日数をスタンプして、たまったら売店で買物が出来るなどのごほうびなど

をつけてみてはどうか。 

→公共交通機関を利用した場合、その運賃を支給して欲しい 

• エコ通勤のため勤務現場の整備 

→出張があったりするため車がないと不便 

→保育園の子供の事故や怪我で病院に行く際にも個人の車を利用している。どうにかならない

のか（東あびこ保育園） 

→仕事に自分の車を利用せずにすめば電車通勤をしたい（寿保育園） 

• エコ通勤に対応した勤務体制 

→勤務開始時間が今より 30 分程度遅くなれば、自動車通勤の場合と家をでる時刻が同じくらい

になるためエコ通勤に取り組みやすい 

→エコ通勤のためにフレックス出勤が出来るとよい 

→時間外勤務がなければエコ通勤が可能 

• エコ通勤のための制度整備 

→仕事がら、荷物が多いため自転車通勤手当の対象距離を短くしてほしい 

→自宅から 2ｋｍ圏内の方が堂々と毎日と車通勤しているため、遠方の方が駐車場を利用する

のに苦労しているのに、その上、エコだからといって徒歩や自転車の利用を行うことは不公平

な気がする。まずは職場に近い方から始めて欲しい 

• 同乗運転への推進 

→事業所の同僚と相乗りする日を事業所で決めてくれるとやりやすい。どうしても遠い人が車を

出すようになるので不公平になってしまうことが問題 

• 自転車利用のための環境整備 

→現在でも駐輪スペースが少し足りない気がする 

→今の駐輪場の状態を見ると、市が本気でエコ通勤に取り組んでいるとは思えない 

→せっかくの自転車ブームなので更衣室やシャワーなどあれば利用しやすい 

→駐輪場に空気入れが設置してあるとよい 
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■行政に向けた意見 

• 自転車で安全に通勤できるような道路整備 

→国道 356 号を自転車通勤することは危険 

→自転車通勤をしたいが、車道は幅が狭く危険。自転車道があれば安心して、もっと自転車利

用が出来る 

• 育児環境の充実（子どもの送迎のための対策等） 

→子供の送迎のため、車をつかわざるを得ない 

→子供の迎えのため、２ヵ所に行っているため難しい 

→子供２人の保育園への送り迎えがあるため車以外は難しい 

→子供を保育園に預けてから出勤するので車でないと大変（湖北保育園） 

• 勤務先までレンタサイクル等によるアクセスの充実 

→無料の自転車があれば非常にありがたい 

→素敵な自転車があればエコ通勤を始めてみたい 

→湖北台駅、又は新木駅に貸し自転車があればエコ通勤が可能（クリーンセンター） 

• 自動車運転者へのエコ通勤への理解 

→自転車で通勤する際、自動車運転者の方から理解が得られていないため、バスや大型車か

らパッシングをされるのは残念 

• 自転車のマナー向上 

→市民への自転車マナーの周知が必要（歩行者が自転車のふらつき運転で轢かれそうになる、

学生やお年寄りが坂道を暴走している、かさや携帯電話を利用し片手運転を行っているな

ど） 
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■公共交通事業者に向けた意見 

• 通勤時間の短縮 

→公共交通を利用するとクルマにくらべて倍以上の時間がかかる 

• 公共交通の乗換えの連携 

→バスの運行回数を増やすなどをして、乗り継ぎをスムーズにして欲しい（バスを乗り継いで通

勤をしているため）（我孫子市役所） 

• 既存の我孫子市を横断するバス路線の活用 

→以前のように、通勤時間帯に新木方面から市役所経由～我孫子駅行きの直行便を設けて頂

きたい。現在は天王台駅までとなっている 

→最寄りバス停から市役所直通（経由）のバスがあればエコ通勤が出来る 

→布佐・湖北方面から市役所方面へのバス運行が必要 

• バスサービスの充実 

→駅と市役所間をむすぶ、市民も利用が出来る送迎バス創設してはどうか（我孫子市役所） 

→あびバスの本数が増便されれば、あびバスで通勤をしたい（新木行政サービスセンター） 
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図 2-6-1 通勤交通手段の割合 
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２－６ 事業所側からみた課題 

（１）事業所の通勤制度からみた課題 

• さいたま市では自転車・徒歩手当がある方が、自転車・徒歩の割合が高い傾向にある。 

自転車・徒歩手当なし→事業所 A１、B１、D１→自転車・徒歩 12～15％ 

自転車・徒歩手当あり→事業所 A３、D2→自転車・徒歩 26～31％ 

自転車のみ手当あり→事業所 A２、C1、C2→自転車 16～18％ 

• さいたま市Ｃ地区では、自動車通勤手当なしや駐車場代徴収など自動車の規制が強いことから、

自動車の割合が低い傾向にある。 

• 事業所の通勤制度と通勤交通手段には一定の関係性がうかがわれることから、事業所におい

てエコ通勤を促す通勤制度への改定や導入が課題である。 
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表 2-6-1 事業所の通勤に関する制度 

  通 勤 手 当    

地域 事業所名 

公
共
交
通 

自

動

車

バ

イ

ク

自

転

車

徒

 

歩

駐車場・駐輪場の

確保・手当 
自動車通勤対策 

さいたま市 

Ａ 
事業所A１ ○ ○ ○ - - － ノーカーデーを実施 

 事業所A２ ○ ○ ○ ○ -
会社に駐車場・駐

輪場を用意 
特になし 

 事業所A３ ○ ○ ○ ○ ○
会社に駐車場・駐

輪場を用意 

宮原駅から朝夕に送

迎バスを運行 

さいたま市 

Ｂ 
事業所B１ ○ ○ ○ - -

会社に駐車場・駐

輪場を用意 

公共交通利用が難し

い場合のみ自動車通

勤を許可 

さいたま市 

Ｃ 
事業所C１ ○ - - ○ -

駐車場は会社周辺

で個人が用意 

自動車には一切手当

なし、毎月第３金曜に

ノーカーデーを実施 

 事業所C２ ○ ○ - ○ -
会社や周辺に駐車

場を用意 

駐車場利用者からは

駐車場代を徴収 

さいたま市 

Ｄ 
事業所D１ ○ ○ ○ - -

会社に駐車場・駐

輪場を用意 

送迎バスを運行 

自動車通勤は否定し

ない 

 事業所D２ ○ ○ ○ ○ ○
会社に駐車場・駐

輪場を用意 

特になし 

（送迎バスなし） 

宇都宮市 対象事業所 ○ ○ - ○ -
会社に駐車場・駐

輪場を用意 
特になし 

小田原市 小田原市役所 ○ ○ ○ ○ -
駐車場は市役所周

辺で個人が用意 

毎月第一水曜日にノ

ーカーデーを実施 

我孫子市 我孫子市役所 ○ ○ ○ ○ -
市役所に駐車場・

駐輪場を用意 

月２回ノーカーデーを

実施 
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図 2-6-2 最寄駅（バス発着駅）までの距離 （ｋｍ） 
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図 2-6-3 公共交通の利用割合 
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（２）事業所周辺の交通環境からみた課題 

• 最寄駅から１Km 前後の徒歩圏にある事業所は、公共交通の利用割合が比較的高い。 

• 最寄駅からバス圏になる事業所は、公共交通の利用割合は小さい。 

• 最寄駅から徒歩圏外にある事業所において、公共交通利用を促すための仕組みの導入が課

題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※我孫子市の最寄駅までの距離は、各勤務地と最寄駅までの距離の平均 
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（３）従業員の意識からみた課題 

• エコ通勤やクルマによるＣＯ2 排出量に関心がある人ほど、クルマ利用の削減やエコ通勤の実

践意向が高いことから、個人の意識啓発が重要と考えられる。 

 

表 2-6-2 問題意識の違いによるエコ通勤取組み意向の違い 

意向 

認識 

温暖化対策のためにクルマ利用を減らした方

がよいと思うか 

エコ通勤を少しでも実践してみようと思うか 

エ
コ
通
勤
運
動
に
つ
い
て 

  

ク
ル
マ
を
使
う
人
と
使
わ
な
い
人
で
は 

C
O

2

排
出
量
が
大
き
く
違
う
こ
と 

  

ク
ル
マ
の
利
用
を
少
し
控
え
る
とC

O
2
 

排
出
量
を
大
き
く
減
ら
せ
る
こ
と 
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無料の貸し自転車があったら通勤手段として利用するか
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Ｄ：湖北駅周辺地区

Ｅ：新木駅周辺地区

Ｆ：布佐駅周辺地区

Ｇ：利根川周辺地区

市外・不明

合計

通常 週１～２回程度 月１～３回程度 年数回 利用しない

図 2-6-6 無料の貸し自転車があったら通勤手段として利用するか 

自転車通勤と自動車通勤の通勤手当が同額であることについて

33%
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図 2-6-4 自転車通勤と自動車通勤の 

通勤手当が同額であることについて 

【我孫子市アンケートより】 

• 通勤手当や労災保険に対する正確な認識について知らない人が多く見受けられ、エコ通勤を

阻害する要因の１つになっていると考えられることから、通勤に関する制度の正確知識の周知を

図ることが課題である。 

• 貸し自転車に対する利用意向は、概ね半数程度の人は利用しないと回答しているが、残りの半

数の人は利用頻度に差があるものの、２割程度の人は高頻度で利用する意向がうかがえること

から、まずは実験的・段階的に、前向きに取り組んでいくことが課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ノーカーデーが通勤災害の対象になることについて
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図 2-6-5 ノーカーデーが通勤災害の対象になることについて 
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３. エコ通勤推進に向けた方策案 

 

今回の調査においては、各調査対象地域とも居住地と事業所・鉄道駅の位置関係から、公共交

通や徒歩・自転車を利用したエコ通勤への転換が可能と考えられる「層」が存在することが判明した。

しかし、「公共交通利用」よりも「自家用乗用車利用の手軽さ」を優先する傾向があることなど、エコ通

勤に対する認識不足が原因のひとつとして挙げられる行動があること、また事業所における通勤手

当等の通勤制度の影響があることが判明した。 

CO2 排出量削減や公共交通利用促進の観点からも「エコ通勤の推進」は重要な施策であり、その

認識を高めるためにも、各事業所や地域で「モビリティマネジメント」を活用したエコ通勤の啓発活動

を継続・拡大していくことが肝要である。 

その一方で、エコ通勤の重要性は認識しているものの、その実施に向けた問題点や要望などもア

ンケートの回答や個別意見の中から挙げられた。これらのことからも、「エコ通勤の推進」に向けて、

通勤する従業員を抱える「事業所」・地域を所管する「自治体」・交通モードを担当する「交通事業

者」が、それぞれの立場で問題点の抽出から解決に向けて取り組んでいくことが重要であり、さらに

「国」を含めて、連携して取り組んでいくことが最も重要であると考える。 

そこで、本調査のまとめとして今回の調査対象地域の「事業所」「自治体」「交通事業者」に向けて、

制度や設備・公共交通利用をサポートする「ツール」など「エコ通勤の推進」のための「方策案」として、

以下のとおり提案させていただいた。 

各関係主体において、これらの提案を今後の取組の参考にしていただき、また、当局も今回の調

査対象地域の今後の取組について、その実証などの支援他引き続き協力していくとともに、本調査

を関東圏で同様の問題を抱える他地域への施策展開に向けた基礎資料として活用していきたい。 
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（１）さいたま市 

課  題 事業所における対策 自治体等における対策 交通事業者の対策 

①事業所近隣居住者

の徒歩・自転車通

勤の促進 

• 各事業所の状況に応じて、徒歩・自転車手当

の拡充と自動車手当の削減【事例 9・10・11】 

 

• 「エコ通勤」実施企業に対して、自転車購入費用

を補助【事例 14】 

• 自転車・歩行環境の整備 

 

②公共交通沿線居住

者の公共交通通勤

の促進 

（さいたま市Ａ・Ｂ・Ｃ）

• 鉄道利用者に対して、居住地最寄駅における

駐輪場手当の支給【事例 4】 

• バス停アクセスの利便性を高めるためのサイク

ル＆バスライドの導入 

• 通勤用Ｐ＆Ｒシステムの整備 

→鉄道駅から一定の距離がある地区 

→ＣＯ2 が削減される経路を審査 

• 鉄道駅における無料駐輪場の整備 

• さいたまＡ地区に対する高崎線

宮原駅や宇都宮線東大宮駅か

らのバス利便性の向上 

→大宮経由埼玉新都市交通だ

と遠回りになるため 

③公共交通沿線居住

者の公共交通を利

用した通勤ができ

る仕組みの構築 

（さいたま市Ｄ）

 • 近隣の事業所が共同で、最寄駅からの送迎バ

スを運行【事例 1・2】 

→はじめは社会実験として取組み 

→東武野田線だけでなく東武伊勢崎線やＪＲ宇

都宮線方面の可能性も検討 

• 既存路線の見直し（始業時刻と

運行時刻の調整） 

 

④その他のエコ通勤

がしやすい環境づ

くり 

• 会社が主導するエコ通勤への取組み 

→エコ通勤に対する啓発活動（健康増進、環

境保全、事故減少等の効果） 

→労災保険に対する誤認識を改める 

→ノーカーデーや表彰制度、奨励金の導入等 

• エコ通勤アンケートの実施希望がある事業所へ

の展開 

• 自動車通勤者に個別に対応したＭＭ 

→通勤相談や公共交通情報提供、ＣＯ2 排出量

のフィードバック 等 

 

6
9
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（２）宇都宮市 

課  題 事業所における対策 自治体等における対策 交通事業者の対策 

①事業所近隣居住

者の徒歩・自転

車通勤の促進 

 

• 徒歩・自転車手当の拡充と併せて、自動

車手当の削減【事例 9・10・11】 

• 「エコ通勤」実施企業に対して、自転車購入費用を補助 

• 自転車・歩行環境の整備             【事例 14】

• 公共交通を補う徒歩・自転車通勤促進のため、健康を動

機付けとしたＭＭの実施 

→生活習慣病予防、ダイエット 

→歩数計の供与 

 

②公共交通沿線居

住者の公共交通

通勤の促進 

• 社員向けエコポイント【事例 15】 

→エコ通勤に対してエコポイントを付与 

→エコ商品や休暇などと交換できる制度 

• サイクル＆バスライドによるバス停サービス圏の拡大 

→分散した居住地からのバス利用を拡大するためのバ

ス利用者向け駐輪場整備 

• 日光街道沿道事業所に重点を置いた公共交通通勤促

進策・キャンペーンの展開（１社だけでは需要が限定的）

• 大通りの大型店舗駐車場を利用したパーク＆バスライド

                             【事例 7・8】 

→分散した居住地から、日光街道沿道の企業や学校、

公共施設への通勤者を集約 

→商品券購入と引換えに平日駐車可 

→沿道事業所や大型店舗、バス事業者の意向把握調

査の実施 

• 左記のパーク＆バスライド利用

者へのサービス向上【事例 7】 

→沿道事業所のニーズに合わ

せたサービスレベル見直し 

→Ｐ＆ＢＲ利用者割引 等 

 

③その他のエコ通

勤がしやすい環

境づくり 

• 会社が主導するエコ通勤への取組み 

→エコ通勤に対する啓発活動（健康増

進、環境保全、事故減少等の効果） 

→ノーカーデーや表彰制度、奨励金の導

入 等 

• 自動車通勤者に個別に対応したＭＭ 

→通勤相談や公共交通情報提供、ＣＯ2 排出量のフィー

ドバック 等 

→エコ通勤に対する啓発活動（健康増進、環境保全、事

故減少等の効果） 

 

7
0
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（３）小田原市 

課  題 事業所における対策 自治体等における対策 交通事業者の対策 

①事業所近隣居住

者の徒歩・自転

車通勤の促進 

 

• 自転車手当の拡充、自動車手当の削減 

                  【事例 9・10】 

• 市役所における駐輪場の整備 

• 自転車通勤の服装に対応した設備（ロッ

カー、更衣室、シャワー） 

• 自転車・歩行環境の整備  

②公共交通沿線居

住者の公共交通

通勤の促進 

• 公共交通通勤者には、最寄駅～市役所

間の移動を支援する自転車と専用置き

場を貸与する【事例 12・13】 

• ノーカーデーと通常時など、２パターンの

通勤交通手段・経路に対応した通勤手

当制度の導入【事例 11】 

• バス路線の減便や廃止に対応す

るため、重点的に活性化を図るバ

ス路線を選定、沿線の事業所に

的を絞った職場ＭＭの展開 

• 駅の駐輪場整備、不足の解消 

 

• 川東地域から市役所周辺の行政拠点まで乗り入れる

バス路線の新設及び既存路線について市役所経由に

変更する。 

→通勤時だけでも対応検討 

→市役所職員の利用者数の確約 

• 携帯電話やＰＣで見られる地域のバス・鉄道に関する

総合案内により、路線や時刻表、位置情報等の提供 

• 大雄山線や路線バスに自転車の持込を可能とする 

③その他のエコ通

勤がしやすい環

境づくり 

• ウェブによるエコ通勤の行動記録・診断

システムの導入 

→定期的にエコ通勤日数や CO2 削減量

をフィードバック 

→部署や個人の順位の明示（競争） 

→優良な部署や個人の表彰 

→ユーザーは民間企業にも拡大可能 

 

• 事業所に対するエコ通勤促進の

取組み【事例 3・4】 

→エコ通勤に対する啓発活動（健

康増進、環境保全、事故減少

等の効果） 

→一般事業所へのノーカーデー

の呼びかけ 

• エコ通勤定期の導入【事例 5・6】 

→事業所で一定数以上まとめて購入 

→社員に通勤交通費として定期券現物を支給 

→通常の通勤定期より高い割引率 

→休日は同伴家族の運賃が１００円 

 

7
1
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（４）我孫子市 

課  題 事業所における対策 自治体等における対策 交通事業者の対策 

①事業所近隣居住

者の徒歩・自転

車通勤の促進 

 

• 自転車手当の拡充、自動車手当の削減、近隣からの自

動車利用の制限 【事例 9・10】 

• 市役所における駐輪場の整備 

• 自転車・歩行環境の整備  

②公共交通沿線居

住者の公共交通

通勤の促進 

• ノーカーデーと通常時など、２パターンの通勤交通手段・

経路に対応した通勤手当制度の導入【事例 11】 

• 最寄駅から離れている勤務地にレンタサイクルを導入 

                           【事例 12・13】 

→例えば初めはモニターによる試験的導入により、継続

可能性を調査 

→段階的に参加者を拡大 

→参加モニターには通勤手当に配慮 

• 我孫子駅～市役所間（2.1Km）の徒歩通勤の促進 

→健康ＭＭの実施（生活習慣病予防、ダイエット） 

→歩数計の供与（片道３千歩→１日１万歩目標） 

• 市内の東方面から天王台駅周辺・

市役所・我孫子駅周辺へ通勤する

人を集めてバス利用を促進 

→成田線よりバス路線の方が駅か

ら離れた市役所に直接アクセス

できる 

→現在は天王台駅止まりのため、

利用者を集約する代わりに市役

所・我孫子駅まで延伸を図る 

 

• 沿線居住者が多い成田線と並行して

我孫子市内を縦貫するバス路線につ

いて、天王台駅止まりを市役所・我孫

子駅まで延伸、市役所への通勤者の

利用を促す 

③その他のエコ通

勤がしやすい環

境づくり 

• 事業所における相乗りをする日のコーディネート 

• ウェブによるエコ通勤の行動記録・診断システムの導入 

→定期的にエコ通勤日数や CO2 削減量をフィードバック

→部署や個人の順位の明示（競争） 

→優良な部署や個人の表彰 

→ユーザーは民間企業にも拡大可能 

• 事業所に対するエコ通勤促進の取

組み【事例 3・4】 

→エコ通勤に対する啓発活動（健

康増進、環境保全、事故減少等

の効果） 

→一般事業所へのノーカーデーの

呼びかけ 

• エコ通勤定期の導入【事例 5・6】 

→事業所で一定数以上まとめて購入 

→社員に通勤交通費として定期券現

物を支給 

→通常の通勤定期より高い割引率 

→休日は同伴家族の運賃が１００円 

 

7
2
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エコ通勤推進に向けた取組事例 

 

【バス利用促進】 

事例１：送迎バスの運行／日東電工株式会社尾道事業所 

事例２：共同送迎バスの試験運行／千歳市・臨空工業団地 

事例３：「バス通勤の日」による市職員のバス利用促進／茅野市 

事例４：エコ通勤促進策／豊橋市 

事例５：エコ通勤者へのバス運賃割引／鹿児島県 

事例６：エコ通勤定期／会津乗合自動車、茨城交通、西日本鉄道 

事例７：商業店舗と提携したパーク＆バスライド／岡山市、金沢市、徳島県等 

事例８：公共用地を活用したパーク＆バスライド／八王子市、沖縄総合事務局等 

【自転車利用促進】 

事例９：自転車通勤手当の優遇／名古屋市 

事例１０：自転車通勤手当の優遇／前橋市 

事例１１：１回単位で支給する自転車通勤手当／大口酒造 

事例１２：事業所へ電動アシスト自転車を無料貸与／草津市 

事例１３：リース自転車を活用したエコ通勤／株式会社ＪＴＢ首都圏 

事例１４：自転車通勤への転換者に自転車購入費補助／福井県 

【その他】 

事例１５：事業所独自のエコポイント制度の導入／㈱デンソー 
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事例１：送迎バスの運行／日東電工株式会社尾道事業所 

• 日東電工株式会社尾道事業所（尾道市美ノ郷町）は、2,000 名を超える従業員を抱えており、

バス通勤に取り組む前は 1,200 名がマイカー通勤をしていた。 

• 周辺道路の大渋滞、交通事故のリスク、ＣＯ2 排出の環境問題などから、企業における大きな

課題として対策を検討した。 

• 地域との共生・環境問題への取組みを全従業員が一丸となって取り組むべく、地元のバス会

社と協力の下、2007 年２月よりバス通勤をスタートした。 

• それ以降、段階的に取組みを拡大し、現在では全従業員の半数にあたる 1,200 名がバス通

勤をしている。 

• これにより、周辺道路の交通渋滞が大きく緩和、マイカー通勤の事故減少、年間ＣＯ2 を 700

トン削減、更に健康増進や仕事の効率化（バスダイヤを意識するためダラダラ残業が減少）な

どの効果がみられた。 

• また、当初このバス路線は従業員専用であったが地域との共存を意識し、工業団地の公園

内にバスロータリーを建設、公共交通機関が運行していなかった工場周辺の一般バス路線

化を実現し、通学、病院等に行かれる地域の方にも広く利用されている。 

• このバス通勤の普及を目指した取組みが高く評価され、2009 年 7 月に「第 1 回エコ通勤優良

事業所」に認証され、さらに平成 21 年交通関係環境保全優良事業者等大臣表彰の最高位

である「国土交通大臣賞」を受賞した。 

（日東電工株式会社ＨＰより） 
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事例２：共同送迎バスの試験運行／千歳市・臨空工業団地 

• 千歳市は 2009 年 10 月から１ヶ月間、エコ通勤推進の一環で、臨空工業団地の企業５社と共

同で従業員の通勤バスを試験運行する。 

• 臨空工業団地には路線バスがなく、従業員の通勤はマイカーが中心となっている。 

• 市の呼びかけにミツミ電機千歳事業所、デンソーエレクトロニクス、北海道キッコーマンなど５

社が参加を表明し、共同で通勤バスを試験運行することになった。 

• 試験運行は 2009 年 10 月 26 日からの１ヶ月と、冬場（2010 年１月）の１ヶ月に実施する。 

• 経路は、ＪＲ千歳駅前～向陽台～臨空工業団地で、朝３便、夕３便運行され、利用状況や課

題、効果などを把握する。 

• 試験運行には従業員約 80 名の参加を予定しており、事業費約 260 万円は市が負担する。 

（苫小牧民報社ウェブ記事より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図出典 http://www.city.chitose.hokkaido.jp/yuuchi/guide/guide_rinkuu.html 
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事例３：「バス通勤の日」による市職員のバス利用促進／茅野市 

• 茅野市は 2008 年 11 月 12 日からの毎週水曜日、マイカー通勤をしている市職員に路線バス

での通勤を促す取り組みを始める。 

• 経営再建中の諏訪バス（茅野市）が不採算路線の見直し方針を示す中で、市職員が率先し

て乗車し、バスの利用増につなげる狙い。通勤時間に適したダイヤがないことに伴う遅刻や

早退などについても配慮する。 

• 茅野市は現在、５０３人いる職員のうち９割を超える４７５人が、市役所近くの職員専用駐車場

に車を止めマイカー通勤をしている。 

• 取り組みは 2009 年３月末までの試行で、バス路線がなかったり、子どもの通学の送迎で必要

といった事情がある人を除き、「ノー残業デー」としている水曜日にバス利用を勧める。 

• 職員の自主的な取り組みと位置付け、バス料金は自己負担とする。市職員自らがバス利用の

利点や改善点を見つけつつ、バス停の利用状況や利用者数なども調べる。 

• ダイヤの都合による遅刻や早退は、ほかの日の仕事で埋め合わせる。 

• 取り組みについて、柳平千代一市長は「具体的な対応を考える上で、職員自身が状況を把

握することが必要だと感じた」と話している。 

• 一方、市は近く、路線バスの利用者や地区代表者、子どもの保護者、バス事業者らが話し合

う「公共交通あり方検討会議」を発足させる。バスの運行形態や財政支援、利用促進策につ

いて考えていく方針だ。 

（信濃毎日新聞ウェブ記事より） 

 

事例４：エコ通勤促進策／豊橋市 

• 豊橋市は 2010 年４月から、公共交通機関や自転車を使う“エコ通勤”職員を優遇し、人数を

増やす県内初の取り組み「とよはしｅｃｏ２ｋｉｎ（エコ通勤）」を始める。 

• 2019 年度までに職員のエコ通勤率 50％の達成と年間 300 トンの二酸化炭素（ＣＯ２）削減を

目指す。 

• 取り組みは全７種類。目玉となる報奨制度は自転車や徒歩、電車、バスでの通勤や車の相乗

りを実践した職員に、500 円分のクオカードを毎月支給する。 

• 公共交通機関を利用する職員には、利用駅周辺の駐輪場利用料を月 2,000 円を上限に半

額支給、自転車を購入する職員には１万円（電動自転車は３万円）を上限に購入費を半額補

助する。 

• いずれも全職員が加入する互助会制度の積立金を活用し、市税は充てない。 

• 通勤手当も現在自転車・マイカー一律の手当を、自転車通勤者は毎月の現行支給額を

1,000 円増額するが、自動車通勤者は 1,600～2,000 円減らす。駐輪場も 130 台分増やす。 

• 市によると、昨年４月現在で、エコ通勤者は職員 3,510 人中、663 人。取り組みは、環境政策

推進を公約に掲げた佐原光一市長が発案した。 

（中日新聞ウェブ記事より） 
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事例５：エコ通勤者へのバス運賃割引／鹿児島県 

• 平成 21 年 11 月 1 日から、毎週水曜日、バス・路面電車の運賃が半額になるエコ通勤割引の

適用を開始した。 

• 割引を受けるためには、運賃支払い時に「エコ通勤割引パス」を提示する必要がある。 

• 「エコ通勤割引パス」は自動車通勤者に対してのみ交付され、申し込み時に勤務先の所属長

による自動車通勤者であることの証明を提出する。 

• 割引の適用日は、平成 21 年 11 月 1 日から平成 22 年 9 月 30 日の毎週水曜日。 

• 割引が受けられる公共交通機関は、鹿児島交通株式会社，南国交通株式会社，いわさきバ

スネットワーク株式会社，ジェイアール九州バス鹿児島支店，鹿児島市交通局，大隅交通ネ

ットワーク株式会社が運営するバス路線及び鹿児島市交通局が運営する路面電車。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（鹿児島県 HP より） 
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事例６：エコ通勤定期／会津乗合自動車、茨城交通、西日本鉄道 

 

① 会津乗合自動車「クリーン定期券」 

• 福島県の会津乗合自動車（本社・会津若松市）は、2010 年４月から各自治体や企業・団体な

どの従業員を対象に「クリーン定期券」（ＥＣＯ通勤定期券）を発売する。 

• クリーン定期券の販売額はＣＯ2 の削減量に応じて割り引く。 

• 現行の通勤定期券額からマイカー通勤した場合の１日当たりの二酸化炭素排出量に同社が

独自に算定した２千ポイントを掛けた数字を引いて算出する。現行の通勤定期券に比べ、２

３・１％から最大５０％の割引になる。 

• １日当たりの二酸化炭素排出量は、マイカーのガソリン一リットル当たりの二酸化炭素排出量

を２・３キログラムとし、これに通勤にかかるガソリンの量（一リットルで十キロメートル走行と想

定）を掛けて算出する。通勤距離が長くなれば、割引率が高くなる仕組みだ。 

• 会津若松市では会津オリンパスが従業員の通勤に路線バスを活用する取り組みを行い、国

土交通省などから「エコ通勤優良事業所」の認証を受けている。同社はこうした成功例を拡大

させ、地球温暖化防止など環境保全に貢献しようと、クリーン定期券の発売を決めた。 

（福島民報ウェブ記事より） 

 

② 茨城交通「通勤エコ定期券」 

• 茨城交通では企業向けに、通常の定期券より割引率を高めた「通勤エコ定期券」を導入。 

• 発売金額は、現行の通勤定期券が 30％引なのに対して、通勤エコ定期券は 40％引となる。 

• 発売条件は、一事業所 10 名以上が購入できる企業と、茨城交通との契約に基づく発売とし、

社員に通勤交通費として定期券現物を支給、払い戻しはできない。 

• 通勤エコ定期券制度を導入し、通退勤時におけるバス利用促進に積極的に取り組んでくれ

る企業に対し、取り扱い手数料を支払う。（取扱手数料＝発売金額×1．6％＋発売枚数×

130 円×1．05） 

（茨城交通株式会社 HP より） 

 

③ 西日本鉄道「エコ企業定期券（バス通勤奨励事業体優待割引定期券）」 

• マイカーやミニバイクの増加が原因とされる交通渋滞の緩和への取り組み、及び二酸化炭素

排出量抑制による地球環境保全に向けた取り組みの趣旨に賛同し、公共交通機関の利用を

奨励する 2 名以上で構成する企業・団体等に対し、ＩＣカード nimoca に搭載された優待割引

定期券（エコ企業定期券）を発売する。 

• エコ企業定期券は、原則として払い戻しはできないが、退職・転勤・転居・長期欠勤などの相

当の理由があり、かつ企業・団体等の代表者の証明印がある払戻請求書を提出した場合の

み払い戻しを行う。 

（西日本鉄道株式会社 HP より） 
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事例７：商業店舗と提携したパーク＆バスライド／岡山市、金沢市、徳島県等 

• 岡山市では、パーク・アンド・バスライド施策を平成１２年３月より運用開始し、この間、駐車容

量の拡大や利用促進ＰＲ活動等を行い、開始当初６８台であった駐車容量は、平成２０年９月

には、４１４台にまで拡大し、利用台数も確実に増加している。 

• 駐車料金は無料で、代わりに駐車場の提供者が指定する商品券の購入（1 ヶ月 3,000 円）、

バス代は「専用割引定期券（50%OFF）」で格安、駐車場のほとんどがショッピングセンターな

ので帰宅時の買い物が便利などのメリットがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（徳島地区渋滞対策推進協議会ＨＰより） 

岡山市パーク＆バスライド駐車場 

（岡山市ＨＰより） 

金沢市パーク＆バスライド駐車場 

（金沢市ＨＰより） 
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事例８：公共用地を活用したパーク＆バスライド／八王子市、沖縄総合事務局等 

• 八王子市では、秋川街道の交通渋滞の緩和や環境にやさしいバスの利用を促進するため、

平成 16 年 11 月 1 日から楢原清掃事業所跡地でパーク＆バスライドを試行している。 

• 現在、自動車は満車につき、現地管理室において空き待ちの受付をおこなっている。 

• 利用対象者は次のすべてに該当する方（自転車は 3 のみ） 

１．自家用車で秋川街道を通り、八王子駅、西八王子駅方面に通勤、通学などをしている。 

２．この施設よりおおむね１キロメートル以上西側に住んでいる。 

３．利用が決定したら、楢原町バス停から路線バスを利用して通勤・通学などをする。 

• 管理員が午前 6 時 30 分から 8 時 30 分及び午後 4 時から 7 時まで施設を管理。（日曜、祝

日・年末年始除く） 

• パーク・アンド・バスライド   駐車場 50 台 月額 2,000 円 

• サイクル・アンド・バスライド  駐輪場 200 台 月額 200 円 

• キッス・アンド・バスライド   送迎スペース 無料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存の公共施設駐車場を活用した 

金沢市パーク＆バスライド 

（金沢市ＨＰより） 

清掃事業所跡地を活用した八王子市パーク＆バスライド  （八王子市ＨＰより） 

国道脇の低未利用地を活用した 

沖縄総合事務局の宇地泊パーク＆バスライド 

（しまづくりネットＨＰより） 
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事例９：自転車通勤手当の優遇／名古屋市 

• 名古屋市は、近距離の通勤を自動車から自転車に転換を図ることをねらいとして、2001 年春

から「自転車通勤手当」の増額を行った。 

• ５キロ未満の通勤に自転車を利用すると通勤手当を倍増、4,000 円支給する一方で、自動車

通勤は半額の 1,000 円に減額。 

• その結果、2000 年に比べ、2003 年には自転車通勤者が約 50％増えた一方、マイカー通勤

は約 25％減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省エコ通勤ポータルサイトより） 

 

 

事例１０：自転車通勤手当の優遇／前橋市 

• 前橋市は、ＣＯ2 排出量削減などを目指す「自転車のまち」を実現するため、市職員の自転

車通勤者への通勤手当を 2009 年４月から優遇する方針を固めた。 

• 通勤手当の総額は増やさずに、クルマやバイク通勤者への通勤手当を削減する。 

• 自転車通勤者は 465 人おり、自転車利用者 500 人増を目指している。 

• 通勤手当は、公共交通を利用した場合は実費支給で、クルマやバイク、自転車利用者には

通勤距離に応じて一律支給されている。 

• 自転車通勤者が優遇されるのは 20 キロ未満までで、最大 3,200 円増の 8,200 円（５キロ以上

10 キロ未満）となる一方で、自動車、バイク通勤者は最大 3,000 円減の 1,000 円（２キロ以上５

キロ未満）となる。 

• 平成 20 年４月現在で、市職員 2,822 人のうち、車やバイク通勤者は 2,082 人で、自転車通勤

者は 465 人。通勤手当の総額は平成 19 年度決算で、１億 9,400 万円に上り、500 人が自転

車通勤に変更した場合、約 250 万円の経費削減になるという。 

（MSN 産経ニュースウェブ記事より） 
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事例１１：１回単位で支給する自転車通勤手当／大口酒造 

• 大口酒造（鹿児島県大口市）は車の代わりに自転車で通勤する社員に、1kmあたり10円を支

給する「エコ通勤手当」を 2008 年 8 月 1 日から導入した。 

• 環境保護活動の一環として取締役専務が提案、社員の肥満防止の効果も期待できそうだ。 

• 自転車を使用した場合は出勤時に自己申告するというもので、１回単位で申告できるので、

天候や体調に応じて気軽に利用できる。 

• 手当は半年分まとめて、年 2 回の賞与時に支給される。 

• 同社の平均通勤距離は片道 5km。導入前は車利用がほとんどだったのが、7 月からテストで

始めたところ、全社員 70 人のうち約 3 割が自転車に切り替えた。 

• 往復 10km を毎日続ければ、支給額は 1 カ月あたり数千円になる。また、会社の近辺は平坦

で、キツイ坂道がないのも大きい。 

• 5km を自転車で走るのにかかる時間はおよそ 20 分程度で、健康維持にはちょうどいい距離

のようだ。 

（livedoor ニュースウェブ記事より） 

 

事例１２：事業所へ電動アシスト自転車を無料貸与／草津市 

• 草津市は 2010 年度から、市内の事業所などに電動アシスト自転車を無料で貸し出してマイ

カー通勤を減らす「ノーマイカー通勤運動」に乗り出す。 

• 二酸化炭素（ＣＯ２）排出削減が目的で２年間実施し、自家用車からの乗り換えを促進する。

新年度当初予算案に３０台分の購入費など５００万円を計上した。 

• 市によると、電動アシスト自転車は夏から事業所を募り、秋から貸し出す予定という。自動車

通勤が片道２キロ以上▽１台あたり１人以上が出勤日の８割程度を利用する－ことを条件に１

事業所に３～５台を貸し出す。貸出期間は３カ月間で延長利用もできる。 

• 事業者は自転車に設置したメーターの走行距離でＣＯ２削減量を算出し、市に報告する。 

• 減価償却後の１２年度以降は、２年以上の継続利用を条件に事業所へ無償譲渡する。 

• 市環境課によると、往復６キロの通勤距離を自家用車から電動アシスト自転車に乗り換えた

場合、ＣＯ２排出量は百分の一に削減される。１台につき２０日間の通勤利用で２０・３キロのＣ

Ｏ２削減効果があり、冷房約３２日分の節約に相当するという。 

• 同課は「従業員のメタボ対策や健康対策をきっかけに、車から自転車に乗り換えてもらい、エ

コ通勤の機運を高めたい」としている。 

（京都新聞ウェブ記事より） 
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事例１３：リース自転車を活用したエコ通勤／株式会社ＪＴＢ首都圏 

（モビリティ・マネジメントによるエコ通勤社会実験） 

• 電動アシスト自転車をパッケージ（傷害保険、定期点検、納車から廃棄まで）でリースするシ

ステム（Eco バイク『旅チャリ』）を活用して、一般企業にマイカーで通勤する人を自転車通勤

へ転換する社会実験が 2009 年９～１１月にかけて行われた。 

• 実験の協力事業所の一つである株式会社オキナヤは、埼玉県の北部、熊谷市にある産業シ

ステム機器と建設資材を扱う商社である。電子商取引が中心のため、事業所は町中に置く必

要がなく（熊谷駅から約６km）、約 80 名の本社勤務従業員の９割がマイカー通勤である。 

• 実験参加者は 14 名、最も通勤距離が短い人で片道 2.1km、最も長い人は片道 10km で、９

月１日〜11 月 30 日までの３ヶ月間、実験参加者は電動アシスト自転車で通勤する。 

• 参加者のモチベーションを維持するため、実験参加者が既に所有している非接触ＩＣカード

を使い、移動距離・回数の記録、エコマイルの付与、ポイントに応じた特典、通常の通勤手当

に加えてエコ通勤手当支給をあわせて行った。 

 

【リース自転車のメリット】 

・イニシャルコストがかからない 

・老朽化しない仕組み 

・素人でも扱える 

・１台から発注できる 

・資産にならないので減価償却がない 

・期間終了後に返却が可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＪＴＢ首都圏資料より） 
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事例１４：自転車通勤への転換者に自転車購入費補助／福井県 

• 通勤・通学の交通手段を、自動車から電動自転車へ転換する人へ、電動アシスト自転車の

購入費の一部を補助（３万円定額）。 

• 下記の取り組みを実施することが交付要件となる。 

・５万円以上の電動アシスト自転車を県内の販売店から購入 

・防犯登録、TS マーク保険加入または自転車保険に加入 

・県税の滞納がないこと 

・購入する電動自転車は２年間以上利用 

・電動自転車の使用状況の記録、情報提供 

・「わが家のエコ宣言」への登録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（福井県 HP より） 
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事例１５：事業所独自のエコポイント制度の導入／㈱デンソー 

• 株式会社デンソー（愛知県刈谷市）では、社員が行った環境や地域に貢献する活動（エコ通

勤など）に対して独自のエコポイントを発行する制度（DECO ポン）を行っている。 

※デンソーは、先進的な自動車技術、システム、製品を世界の主要な自動車製造会社に提供する自動車部品サプライヤー 

• エコポイントは多様なエコ商品や植樹活動への寄付などと交換することができ、取り組みに対

するインセンティブとなっている。 

• デンソーエコポイント制度のホームページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• ポイントをもらえるメニューとエコ通勤の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• ポイントを使えるメニュー 
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【参考：ＣＯ2 排出削減量の算定方法】 

 

各従業員のエコ通勤アンケート実施に伴うＣＯ2 の排出削減量は、クルマ利用の減少分のみを

考慮して、下式を用いてクルマ利用によるＣＯ2 排出量を算定し、エコ通勤アンケート実施前・後の

公共交通のＣＯ2 排出量は変わらないものとし、自転車、バイク、徒歩のＣＯ2 排出量は０とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＣＯ2 排出原単位】 

• ガソリン１リットル消費によるＣＯ2 排出量の基本単位。 

• 2.3kg/l※と設定する。 

 

【通勤距離】 

• 従業員の自宅から事業所までの通勤距離。 

• 通勤距離は、事後アンケートの道のりに関する回答、または居住地郵便番号の代表地点と事

業所間の直線距離に補正係数 1.4 を乗じたものとする。（補正係数はアンケートの道のりの回

答があるものと直線距離との平均的な比率） 

• 通勤距離がわからない場合は、片道 11.7km（往復 23.4km）※と設定する。 

 

【燃費】 

• 乗用車のガソリン１リットル消費時の走行距離。 

• 事後アンケートの燃費に関する回答を用いる。 

• 燃費がわからない場合は、9.7km/l※と設定する。 

 

【通勤日数】 

• 事前の１ヶ月当たりの通勤日数（１年間の平日 261 日／１２ヶ月＝約２１日） 

• 事後の通勤日数は、事前の通勤日数からエコ通勤を実施した日数を差し引く 

 

※出典：「エコ通勤」の手引き（平成 20 年７月１日版）／国土交通省総合政策局交通計画課 

 

 

従業員１人のＣＯ2 排出量 ＝ ＣＯ2 排出原単位 × 
通勤距離 

燃 費 
× 通勤日数 

事業所のＣＯ2 排出量 ＝ （従業員１人のＣＯ2 排出量）の総和 
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【参考：労災保険について】 

１．労災保険とは 

 労災保険とは、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷・疾病・障害又は死亡に対して労働者

やその遺族のために、必要な保険給付を行う制度です。また、労災保険においては保険給付のほかに、

労働福祉事業を行っています。業務上又は通勤途上の災害についての基本的な考え方と各種労災保

険給付及び労働福祉事業について説明します。 

２．通勤災害について 

 通勤災害とは、労働者が通勤により被った負傷、疾病、障害又は死亡を言います。 

 この場合の「通勤」とは、就業に関し、次に掲げる移動を、 

（１）住居と就業の場所との間の往復 

（２）就業の場所から他の就業の場所への移動 

（３）住居と就業の場所との間の往復に先行し、又は後続する住居間の移動 

合理的な経路及び方法により行うことをいい、業務の性質を有するものを除くものとされていますが、移

動の経路を逸脱し、又は移動を中断した場合には、逸脱又は中断の間及びその後の移動は「通勤」とは

なりません。 

ただし、逸脱又は中断が日常生活上必要な行為であって、厚生労働省令で定めるやむを得ない事由

により行うための最小限度のものである場合は、逸脱又は中断の間を除き「通勤」となります。 

このように、通勤災害とされるためには、その前提として、労働者の就業に関する移動が労災保険法

における通勤の要件を満たしている必要があります。 

そこで、労災保険法における通勤の要件をまとめると次のようになります。 

１「就業に関し」とは（省略） 

２「住居」とは（省略） 

３「就業の場所」とは（省略） 

４「就業の場所から他の就業の場所への移動」とは（省略） 

５「住居と就業の場所との間の往復に先行し、又は後続する住居間の移動」とは（省略） 

６「合理的な経路及び方法」とは 

 就業に関する移動の場合に、一般に労働者が用いるものと認められる経路及び方法をいいます。 

 合理的な経路については、通勤のために通常利用する経路であれば、複数あったとしてもそれらの経

路はいずれも合理的な経路となります。 

 また、当日の交通事情により迂回してとる経路、マイカー通勤者が貸切りの車庫を経由して通る経路

など、通勤のためにやむを得ずとる経路も合理的な経路となります。 しかし、特段の合理的な理由もな

く、著しい遠回りとなる経路をとる場合などは、合理的な経路とはなりません。 

 次に、合理的な方法については、鉄道、バス等の公共交通機関を利用する場合、自動車、自転車等を

本来の用法に従って使用する場合、徒歩の場合等、通常用いられる交通方法を平常用いているかどう

かにかかわらず、一般に合理的な方法となります。 

７「業務の性質を有するもの」とは（省略） 

８「移動の経路を逸脱し、又は中断した場合」とは（省略） 

（出典：厚生労働省東京労働局ＨＰ http://www.roudoukyoku.go.jp/seido/rousai/index.html 
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